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令和５年度個人住民税検討会 開催要綱 

 

 

１．趣   旨 

個人住民税は、様々な行政サービスの実施主体である地方団体が課税主体となって、

受益者である住民に広く課税するものである。 

こうした特性を有する個人住民税に関し、経済社会情勢の変化や政府・与党におけ

る税制の議論を踏まえ、今後の個人住民税のあり方や制度的・実務的な課題について、

幅広く検討するために本検討会を開催する。 

 

２．名   称 

本検討会の名称は、「個人住民税検討会」（以下「検討会」という。）とする。 

 

３．検 討 項 目  

これまでの個人住民税の主な改正を踏まえ、今後の中長期的な課題（現年課税化等） 

の分析や委員等からの事例発表を交えながら議論する。 

 

４．委   員 

別紙のとおり。 

 

５．座   長 

（１）検討会には、座長を置く。 

（２）座長は、会務を総理する。 

（３）座長に事故があるときは、あらかじめ座長が指名する者がその職務を代理する。 

 

６．議   事 

（１）検討会の会議は、座長が招集する。 

（２）座長は、必要があると認めるときは有識者に会議への出席を求め、会議におい

てその意見を聞くことができる。 

 

７．そ の 他 

（１）検討会の庶務は、総務省自治税務局市町村税課が行う。 

（２）この要綱に定めるもののほか、検討会の運営その他検討会に関し必要な事項は

座長が別に定める。 

（３）検討会は、公開しないが、検討会終了後、配付資料を公表するとともに、必要

に応じブリーフィングを行う。また、速やかに研究会の議事概要を作成し、これ

を公表するものとする。 
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令和５年度個人住民税検討会委員名簿（敬称略・五十音順） 
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個人住民税における現年課税化について

自治税務局市町村税課
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１．これまでの検討状況
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個人住民税検討会における現年課税に関する検討の経過

平成18年度 ・ 現年課税化により期待される効果及び問題点
・ 導入する場合に考えられる方向性

平成20年度 ・ 源泉徴収義務者の事務負担等の現状
・ 源泉徴収義務者等の事務負担の軽減の方策

平成21・22年度 ・ 源泉住民税制度・予定納税制度の導入 ※最終的に市町村が税額を確定し精算

平成23年度 ・ 所得税方式、市町村精算方式、予定納税方式（現行制度を維持し、希望する者のみ予定納税を認めるもの）

平成24年度 ・ 源泉徴収・特別徴収に係る給与支払者の事務負担の現状調査
・ 所得税方式、市町村精算方式の中間的な案（市町村ごとに異なる事項は納税義務者が申告）の事務負担の変化

平成25年度 ・ 所得税方式、市町村精算方式における事務負担

平成26年度 ・ 現年課税化の導入に伴う特別徴収義務者における懸念事項

平成27年度 ・ マイナンバー導入と現年課税化（マイナンバー利用開始後の企業や市区町村に発生する事務負担）

平成28年度 ・ 切替年度の税負担のあり方

平成29年度 ・ 現年課税化の導入に伴う特別徴収義務者の事務負担と企業におけるＩＴ化の状況

平成30年度 ・ マイナンバーカード・マイナポータルの利活用、企業におけるＩＴ化の状況

令和元年度 ・ 市町村精算方式
（所得税と同様の源泉徴収制度としつつ、給与支払報告書情報等に基づき、市町村が最終的な税額決定・精算）

令和２年度 ・ 企業における年末調整事務の負担、住所地団体の把握や源泉徴収税額の納付、
市町村における還付・追徴事務の負担、課税データを活用している各種制度への影響

令和３年度 ・ 過去の議論を踏まえた検討

令和４年度 ・ 切替年度における税負担に係る課題
・ 現年課税化に係るデジタル化の状況
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現年課税化に係る個人住民税検討会報告書（３ヶ年分抜粋）

【令和２年度 個人住民税検討会報告書】

５ 今後の検討について

（略）

これまで本検討会においては、様々な角度から個人住民税の現年課税化について議論を続けてきたところ

であるが、今後、より具体的な検討を進めるためには、現在、急速に進んでいる企業や市町村におけるデジ

タル化、マイナンバーカードの普及などについて一定の進捗が見られた機会を捉え、制度的・実務的な課題、

企業や市町村におけるシステム改修の必要性等について議論を行うことが適当と考える。

また、その他の課題として、切替年度における納税義務者の税負担の課題についても引き続き留意すべき

であり、納税義務者の税負担に大きく影響を与えることから、過去の本検討会における検討結果も踏まえて、

十分な議論が必要である。

【令和３年度 個人住民税検討会報告書】

３ 今後の検討について

（略）

個人住民税の現年課税化に向けた検討については、以上のようなことを踏まえつつ、納税義務者における

負担の増加等に関する課題、企業における年末調整等における事務負担に関する課題、市町村における課税

事務に関する課題等について、過去の検討状況も踏まえて、今後も十分な議論を行うことが必要であると考

える。

【令和４年度 個人住民税検討会報告書】

３ 今後の検討について

(略）

今後は、これまでの本検討会における課題の整理を踏まえつつ、行政手続や企業事務のデジタル化の更な

る進展を見据え、それにより関係者の事務負担の増加を抑えながら制度移行ができないか、そのためにはど

のような技術的な対応が必要なのかといった観点も含めながら、関係者の意見をよく伺いながら検討を深め

ていく必要がある。 4



・ 納税団体の確定を市町村ではなく企業が行うこととなるため、年初時点の住所を正確に把握する作業と責任が生じる。

・ 所得税に加え、各従業員の毎月の給与額に応じた住民税額を計算し、年初時点の各従業員の住所地市町村に納
付する事務が生じる。

・ 年末には、各従業員の人的控除申告を整理し、地方団体により異なる税率等で税額計算したのち、追徴・還付を行
う（年末調整）事務が生じる。

・ 報酬や原稿料等の支払時に、住民税についても源泉徴収することが必要となると考えられ、報酬等を受ける者の年
初時点の住所を正確に把握し、住所地市町村に納付する事務が新たに生じる。

※ 年の途中で雇用された者について、年初時点の住所を正確に把握できるか。特に雇用者の出入りが多い業種にとって、大きな負担となるのではないか。

・ （年税額と源泉住民税額との差が生じるため）市町村において追徴・還付事務が発生。

○ これまで本検討会においては、現年課税化に向けた以下のような課題について、特に、
企業や市町村における事務負担の軽減に関する議論を行ってきた。

企業等

市町村

・ 現年課税への切替時に、移行前年の所得と移行年の所得の２年分の課税が発生。

納税義務者

※ 1年分の納税で良い仕組みとする場合には、所得の発生年度を調整することが可能な所得（例：有価証券、不動産）について、駆け込み需要や
反動減が生じ、経済活動に大きな影響を与えるのではないか等の課題が生じる。

5

現年課税化についての主な課題



２．令和５年度における検討の方向性
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7

○ これまでの個人住民税検討会では、「所得税方式」と「市町村精算方式」を中心に現年課
税化の実現策について検討を行ってきたが、制度移行時の課題として、特に、特別徴収義務
者である企業や課税実務を行う地方団体それぞれにおける事務負担の増加等が課題として指
摘されている。

➣ 「所得税方式」では、企業において、以下のような課題が生じる。
・ 各従業員の年初時点の住所を正確に把握する事務が生じること
・ 毎月の給与額に応じた住民税額を計算する事務が生じること
・ 各従業員の住所地市町村に納付する事務が生じること
・ 所得税に加えて、個人住民税についても年末調整の事務が生じること
・ 報酬や原稿料等についても、上記と同様の事務が生じること

➣ 「市町村精算方式」においても、市町村において、年税額と源泉住民税額との
差が生じることに伴う追徴・還付事務が発生する。

○ 現年課税化の実現に当たっては、関係者それぞれに過重な事務負担が生じないようにする
ことが極めて重要であるため、令和５年度個人住民税検討会においては、これまでの検討の
成果を踏まえながら、
・ 現在の賦課・徴収の流れを確認した上で（➣８～11ページ）、制度や手続一つ一つにつ
いて現年課税化を行う場合の論点・課題を洗い出しつつ、

・ 昨今の、デジタル化に伴う個人の課税所得の捕捉等に係る状況変化（➣12～17ページ）
を踏まえたうえで、どのような制度的・技術的な対応案が考えられるか、また、対応案に係
るメリットや課題について、検討を深めることとしてはどうか。

令和５年度における現年課税化の検討の方向性



（1/1）N年賦課期日

Ｎ年１月

④確定申告(N－１年分所得)
・医療費控除など年末調整し

きれなかったもの
・税額精算
※３月１５日まで

【現行制度】 個人住民税の特別徴収の流れ（給与所得の場合）

給与所得者のＮ年1月1日住所地市町村
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②同上

★

⑤特別徴収税額通知
(特徴義務者用・
納税義務者用)

※５月末まで

⑤特別徴収税額通知
(納税義務者用)

⑥特別徴収分を差し引い
た給与を支払
※６月分～翌５月分まで

⑥従業員の特別徴収税額
を納付
※６月分～翌５月分まで

①年末調整(N－１年分所得)
・扶養控除等(異動)申告書
・基礎控除申告書
・配偶者控除等申告書
・所得金額調整控除申告書
・保険料控除申告書
・住宅借入金等特別控除申告書

：個人住民税 ：所得税

①年末調整(N－１年分所得)
・（N－１年）源泉徴収票
・税額精算
・下記申告書
→ ただし、省令上、企業は申告書を

７年間保管するのみであり、税務
署へは提出しない。

※１月末まで

（4月～5月）
確定申告情報や給与支払報告書情報等を

氏名・住所等で名寄せし、個人の課税所得等
を確定させた上で、個人住民税額を算定

★

情報連携
税 務 署

税 務 署

給与所得者

②扶養親族等申告書
(N年1月1日時点の住所・扶
養親族等の情報)
※当該年の最初の給与支

払日まで
→ ただし、省令上、企業は申告

書を７年間保管するのみであり、
市町村へは提出しない。

③給与支払報告書
(N-1年中に支払った支払
総額) ※1月末まで

企 業 等企 業 等

個人の課税情報を
他分野で活用



（1/1）N年賦課期日

Ｎ年１月

④確定申告(N－１年分所得)
・医療費控除など年末調整し

きれなかったもの
・税額精算
※３月１５日まで

【現行制度】 個人住民税の特別徴収の流れ（年金所得の場合）

年金所得者のＮ年1月1日住所地市町村
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②同上

★

①年末調整(N－１年分所得)
・扶養控除等(異動)申告書
・基礎控除申告書
・配偶者控除等申告書
・所得金額調整控除申告書
・保険料控除申告書
・住宅借入金等特別控除申告書

：個人住民税 ：所得税

①年末調整(N－１年分所得)
・（N－１年）源泉徴収票
・税額精算
・下記申告書
→ ただし、省令上、企業は申告書

を７年間保管するのみであり、税
務署へは提出しない。

※１月末まで

（4月～5月）
確定申告情報や年金支払報告書情報等を

氏名・住所等で名寄せし、個人の課税所得等
を確定させた上で、個人住民税額を算定

★

情報連携
税 務 署

税 務 署

②扶養親族等申告書
(N年1月1日時点の住所・扶養
親族等の情報)
※当該年の最初の年金支払

日まで
→ ただし、省令上、企業は申告書を

７年間保管するのみであり、市町
村へは提出しない。

③公的年金等支払報告書
(N-1年中に支払った支払総
額） ※1月末まで

年 金 保 険 者

個人の課税情報を
他分野で活用

⑧特別徴収分
を差し引いた
年金を支払
※偶数

（月年６回）

⑦対象者情報及び
特別徴収税額通知
の送付
※７月末まで

本
人
に
直
接
送
付

年 金 保 険 者

⑧特別徴収税額
を納付
※徴収月の
翌月10日まで

⑥特別徴収
税額通知
※６月頃

⑤対象者抽出・
通知(N年4月1日
現在の年金受
給者）
※５月25日まで

年金所得者（65歳以上） ※65歳未満の年金所得者は、普通徴収又は給与からの特別徴収による

●公的年金からの特別徴収

・４月・６月・８月分【仮徴収】
→前年度分の年税額の1/2に

相当する額の1/3ずつ徴収

・10月・12月・翌２月分【本徴収】
→年税額から仮徴収分を控除

した額の1/3ずつ徴収



（1/1）賦課期日

Ｎ年１月

納税義務者

【現行制度】 個人住民税の普通徴収の流れ
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★

②納税通知書
※６月頃

③納付
（地方税法上は、

６月・８月・10月・翌１月）

：個人住民税 ：所得税

情報連携

税 務 署

①確定申告
(N-1年分所得)
※３月１５日まで

①住民税申告
※３月中旬

又
は

（4月～5月）
確定申告情報を氏名・住所等で名寄せし、

個人の課税所得等を確定させた上で、個人
住民税額を算定

★

個人の課税情報を
他分野で活用

Ｎ年1月1日住所地市町村



【現行制度】情報の収集・管理（市町村の税務部局による個人所得課税情報の名寄せ）
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○ 市町村の税務部局は、様々な資料や独自調査等による情報を名寄せして、納税義務者の課税情報を把握してお
り、こうして把握した課税情報は、各種社会保障制度等の他分野において活用されている。

市町村の税務部局

○法定調書等の各種課税資料の
調査による情報

○給与支払報告書未提出事業所
の調査による情報

○申告書未提出者の調査によ
る情報

○所得控除に係る調査による
情報

調 査

名

寄

せ
・
突

合
・
調

査

調 査

調 査

調 査

提 出

提 出

提 出

税務署から入手

国税庁から電子データで送信される法
定調書以外のものに係る調査など

未提出事業所に対する聴き取り・
実地調査など

申告書未提出者に対する聴き取り・
実地調査など

扶養控除・配偶者控除等の対象要件
の調査など

給与支払報告書※１

約5,100万人※２

公的年金等支払報告書※３

約1,300万人※４

確定申告書【写し】
約2,200万人

住民税申告書

【課税資料】 【独自調査等による情報】

・ 扶養親族が控除対象要件を満たしているかなどの情報を確認できる。
・ 市町村と税務署の間で、新たに捕捉した所得情報等については相互に情報交換

※１ 税務署への源泉徴収票の提出を要しないとされている支払
金額500万円以下（一部例外あり）の場合も、市町村には提出。

※２ 給与収入のある者のうち納税義務者の数

※３ 税務署への源泉徴収票の提出を要しないとされている支払
金額60万円以下（一部例外あり）の場合も、市町村には提出。

※４ 公的年金収入のある者のうち納税義務者の数

氏
名
・住
所
・生
年
月
日
・マ
イ
ナ
ン
バ
ー
等
に
よ
り（国税庁から電子データで送信される）

報酬・配当・利子等の法定調書 ※５ 税務署から入手

※５ 次の５種類の法定調書。①利子等の支払調書、②報酬、料金、契約金
及び賞金の支払調書、③配当、剰余金の分配及び基金利息の支払
調書、④給与所得の源泉徴収票、⑤公的年金等の源泉徴収票



経済社会のデジタル化に伴う個人の課税所得の捕捉等に係る状況変化
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〇 当該年度の個人の課税所得は、納税者が自ら、収入額や控除額の計算に必要な情報を収集し、原則、確定申告を
行うことで確定するが、現在、これらの情報が、当該納税者に対し支払等を行った企業や公的機関等から電子データ
として税務当局・マイナポータルに提供され、納税者の利便性・申告内容の適正性の向上に繋げる検討が進められて
いる。

〇 また、eLTAXを通じた個人住民税の電子申告や、国税・地方税間の更なる情報連携に向けた検討も進められている。

○ 今年度の検討会においては、これまでの議論を踏まえつつ、上記のような状況変化を念頭に置いたうえで、個人住
民税の現年課税化について議論をいただきたい。

■政府税調・第８回納税環境整備に関する専門家会合・財務省資料（令和４年10月19日）



法定調書等のマイナポータルとの連携（１／２）
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政府税調・第８回納税環境整備に
関する専門家会合・国税庁資料

（令和４年10月19日）



法定調書等のマイナポータルとの連携（２／２）
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政府税調・第８回納税環境整備に
関する専門家会合・国税庁資料

（令和４年10月19日）



地方団体A

地方団体B

地方団体C

納税者等
申告等

納税

電子申告

電子納税

○ eLTAXは、インターネットを利用して地方税に係る手続を電子的に行うシステム。

○ 複数団体に対する電子申告・電子納税を一括で行うことができるほか、地方団体と国税当局間の

情報連携に活用。

法人住民税・法人事業税

個人住民税（給与所得・退職所得に係る特別徴収）

個人住民税（利子割・配当割・株式等譲渡所得割）

事業所税

法人住民税・法人事業税

<eLTAX利用率：81.7％(R3年度)>

固定資産税（償却資産）

事業所税

個人住民税（利子割・配当割・株式等譲渡所得割）

個人住民税（特別徴収のための情報のやりとり）

<eLTAX利用率：61.5％(R3年度)>

国税連携

国税庁

連携
国税庁から確定申告データ

地方団体から課税情報

合計 2兆9,138億円(R3年度)

eLTAX（エルタックス）について
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※R7.1～個人住民税（均等割・所得割）の申告も対応予定

http://4.bp.blogspot.com/-ZgHhyKQ3FPM/WKFi8KxTfkI/AAAAAAABBqM/KwrnwxvXigYMf416hobq2f4EC1ao5gMZACLcB/s800/building_shop3_blue.png


○ 所得税確定申告書の国税庁から地方団体へのデータ送信（平成23年１月～）
→ 所得税確定申告書に記載されている所得金額等の情報を提供

○ 法定調書の国税庁から市区町村へのデータ送信（平成25年５月～）
→ 国税庁に提出された法定調書のうち、利子・配当等の支払調書等の情報を提供

○ 源泉徴収義務者情報の市区町村へのデータ送信（平成29年６月～）
→ 市区町村における特別徴収義務者の把握に資するよう、源泉徴収義務者の名称・所在地等の情報を提供

○ 法人納税者の開廃業・異動等に係る申請・届出の地方団体へのデータ送信（令和２年３月～）
→ 国税庁にe-Taxで提出された法人納税者の開廃業・異動届等について、地方団体にも情報を提供

○ 法人税申告時に提出された財務諸表の地方団体へのデータ送信（令和２年４月～）
→ 国税庁にe-Taxで提出された法人税関係書類としての財務諸表等について、地方団体にも情報を提供

○ 法人税情報（法人名簿情報・申告決議情報等）の地方団体へのデータ送信（令和２年11月～）
→ 国税庁が保有する法人税情報について、地方団体に情報を提供

○ 扶養是正情報等の市区町村から国税庁へのデータ送信（平成25年６月～）
→ 市区町村において有している所得控除や合計所得金額の変更に係る情報を国税庁に提供

○ 市区町村で受理した所得税確定申告書の情報の国税庁への引継（平成29年１月～）
→ 市区町村において受理した所得税確定申告書の情報を国税庁に電子的に提供

国税庁→地方団体

地方団体→国税庁

地方団体国税庁

地方団体 国税庁

上記のほか、給与･公的年金等の支払報告書及び源泉徴収票の電子的提出の一元化（平成29年１月～）を行っている。
→ 支払報告書と源泉徴収票を統一的なレイアウトで作成し、eLTAXを通して提出することで、 支払報告書が市町村に、源泉徴収票が税務署に提

出される。

eLTAXによる国税・地方税の情報連携
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国税地方税の情報連携の拡充等について

17

[No.９－10]  国税地方税連携の推進
・ 国及び地方を通じた税務事務の一層の効率化を目指し、平成23年度（2011年度）以降、国税・地方税当局間で情報連携の仕組みを構築

し、所得税・法人税申告書、法定調書等の情報について、その対象となる情報の拡大を図りつつ、連携を実施してきたところ。
・ 一方で、連携システムの対象外となっている情報については、引き続き、書面による照会・回答や、実地による閲覧等で対応しており、

国税・地方税当局双方の事務負担となっている。
・ 令和８年度（2026年度）に予定している国税情報システム（国税総合管理システム（KSK）と国税電子申告・納税システム（e-Tax））

及び地方税のオンライン手続のためのシステム（eLTAX）の刷新・改修や、地方公共団体の基幹業務等システムの統一・標準化の取組を
踏まえ、費用対効果を考慮した上で、当該仕組みの連携対象情報の更なる範囲拡大を検討するとともに、国税・地方税当局間での個別照
会・回答業務のデジタル化を目指す。

■デジタル社会の実現に向けた重点計画（令和４年６月７日・閣議決定）【抜粋】

○ 国及び地方を通じた税務事務の一層の効率化・電子化に向け、現在、国税庁と総務省、地方税
共同機構において、国税からeLTAXを通じて送付される申告書や法定調書等の情報の拡充を検
討中。

○ また、税務署及び地方団体の双方において、現在、税務情報等の照会業務を書面により行って
いたり、直接、事務所等に赴いて資料を閲覧しているという現状があるため、上記情報連携の拡充
ともに、照会業務のオンライン化について検討中。

対象書類（例） 連携方法

書面の申告書（各種別表・付表を含む）
書類により異なる
（イメージ＋データ or イメージのみ）

書面の申告添付書類（財務諸表や有価証券の内訳書など）

上記以外の書類（申告期限延長申請書や出資関係図など）

１．法人税関係

対象書類（例） 連携方法

書面の申告書（所得内訳書、収支内訳書、青色申告決算書等を含む）

書類により異なる
（イメージ＋データ or イメージのみ）

書面の申請書や届出書（所得税の申告等の期限延長申請書、
個人事業の開業・廃業等届出書など）

上記以外の書類（生命保険契約等の一時金の支払調書など）

２．所得税関係

■現在、国税庁と調整中の連携項目
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個人住民税の課税・徴収に必要なことの整理

１．納税義務者・納付先団体の設定（誰が・どこへ）

→ 現在、１月１日時点で住所を有する者が、当該市町村に対し、道府県民税分もあわせて納付。

２．納税義務者の所得情報・世帯情報等を基礎とした税額の設定（いくら）

→ 現在、国税に提出された確定申告書等をもとに、市町村が税額を確定（均等割＋所得割）。

→ その際、納税義務者と生計を一にする配偶者や扶養親族などの世帯情報（構成人数、年齢、障害の有
無、これらの者に係る前年所得など）も必要。

３．課税・徴税方式の設定（どのように）

→ 賦課課税方式（市町村において税額を計算。納税義務者・特別徴収義務者での計算は不要。地方団体
独自の減免等も賦課のタイミングで可能。R6年度から森林環境税も合わせて賦課徴収）。

→ 普通徴収 及び 特別徴収（給与所得者については納税義務者数・税額とも９割超が特別徴収方式）

４．納期の設定（いつまでに）

→ 普通徴収であれば、年４回納付(６月末・８月末・10月末・１月末。条例により別に設定可能)。

特別徴収（給与所得・年金所得）であれば、各月分を給与等から特別徴収し、翌月10日までに納入。

○ 個人住民税を適切に課税・徴収するために必要なことは以下のとおり。
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論 点

個人住民税の現年課税化に係る論点と検討の視点（１／２）

前ページまでの内容を踏まえ、個人住民税の現年課税化については、どのような課題・実現
方法等が考えられるか。

１．納税義務者・納付先団体の設定（誰が・どこへ）関係

・ 複数の地方団体からの課税を防止するためには、全国統一的な基準が必要。

・ 「１月１日住所地市町村」以外の案はあるか。複数の基準を設定すると課税関係が複雑化しないか。

・ 所得税とは非課税限度額等で差異がある中、どう納税義務者等を把握するか。

・ 特別徴収義務者（企業等）は納付先市町村をどう特定するか。特に、講演・原稿執筆等を依頼する
場合や短期間アルバイトを雇用する場合など、都度、納付先を把握し、納付する事務負担をどう考
えるか。

２．納税義務者の所得情報・世帯情報等を基礎とした税額の設定（いくら）関係

・ N年の課税所得は、確定申告（N+1年3月15日まで(原則)）によって初めて確定する中、デジタル技
術の活用も踏まえつつ、N年の個人住民税額をどう確定させるか。

・ 現在、市町村において、氏名・住所・マイナンバー等をもとに名寄せをしたうえで、個人の課税情報
を把握し、当該情報は社会保障制度等の他分野で活用されていることとの関係をどう考えるか。

・ 地方団体独自の超過課税・減免等について、いつ、どのように反映させるか。

・ 毎年の特別徴収税額をどう設定するか。

検討の視点
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個人住民税の現年課税化に係る論点と検討の視点（２／２）

３．課税・徴税方式の設定（どのように）関係

・ 仮に、所得税と同様の課税方法とした場合、納税義務者・特別徴収義務者に生じる年末調整等の
事務について、どう負担軽減を図るか。

また、その場合、現在、個人住民税が源泉徴収されていない所得について、どう取り扱うか。

・ 所得の確定に伴い生じる、各地方団体の追徴・還付等の事務について、どう負担軽減を図るか。

・ 予定納税制度、平均課税など、現行所得税のみに導入されている制度をどうするか。

４．納期の設定（いつまでに）関係

・ 納期はどのように設定すべきか。

５．その他

・ 切替年度における納税者の税負担について、どう考えるか。

・ 特別徴収義務者の給与システム等を改修しないといけないが、スケジュールやコストはどうなるか。
（地方団体の個人住民税システムは、いわゆる「システム標準化」の対象）

・ 個人住民税の地方税としての存在意義をどう考えるか（所得税の附加税のような位置づけとならな
いか）。

検討の視点



３．検討スケジュール
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令和５年度個人住民税検討会の検討スケジュール（予定）

第１回（６月２日）

①個人住民税の現年課税化（検討の方向性、論点の提示）

①個人住民税の現年課税化（委員からの意見、検討案などの整理①）

②委員からの発表

③その他

第２回（７月14日）

①個人住民税の現年課税化（委員からの意見、検討案などの整理②）

②その他

第３回（８月28日）



参考資料
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毎月の給与支払毎に
概算税額（源泉徴収税額）を算定・徴収

（Ｎ年1～12月）

追納

還付

Ｎ年１月

○ 所得税と同様の源泉徴収制度を個人住民税にも導入する。

○ 源泉徴収段階では、全国一律の税率（標準税率）に基づき税額を算定（全国一律の住民税の源泉徴収税額表に
基づき源泉徴収）。

○ 年末調整の段階で、税率等の地方団体毎の独自事項及び人的控除を反映。

企 業 等

納税

又は

還付

企業が年末調整を実施（Ｎ年12月）
次の①、②を比較して過不足を精算
①年間給与収入等に基づく正しい年間税額
②毎月の源泉徴収税額の年間合計額

給与所得者

Ｎ＋１年１月

納入

申告
（年末調整しき
れない差額を有

する場合）

所得税方式（案）（給与所得者の場合）

給与所得者のＮ年1月1日住所地市町村

24

従来の検討案①



※源泉徴収段階では
全国一律の税率を想定

○ 所得税と同様の源泉徴収制度を導入するが、給報情報等に基づき、市町村が最終的な税額決定・精算。

○ 源泉徴収段階では、全国一律の税率（標準税率）に基づき税額を算定（全国一律の住民税の源泉徴収税額表に
基づき源泉徴収）。

○ 企業等において年末調整を行う所得税方式と比較して、相対的に企業等の負担が小さい。

企 業 等

給与所得者のＮ年1月1日住所地市町村

給与所得者

報告された情報に基づき市町村が
税額計算（Ｎ＋１年1～5月）

次の①、②を比較して過不足を精算
①年間給与収入等に基づく正しい年間税額
②毎月の源泉徴収税額の年間合計額

納税

又は

還付

Ｎ年１月 Ｎ＋１年１月

Ｎ年中の
給与情報等を報告
（Ｎ＋１年1月頃）

毎月の給与について
源泉徴収額を算定・徴収

（Ｎ年1～12月）

納入
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６月頃

市町村精算方式（案）（給与所得者の場合）従来の検討案②



所得情報（税情報）を活用している社会保障制度等（各府省に対する調査結果）

○ 社会保障制度等には収入等に応じて負担や給付水準が変化するものがあり、その判断基準として、総所得金額
等の所得情報を用いているものがある。

① 総所得金額等・合計所得金額 ② 基礎控除後の総所得金額等 ③ 課税総所得金額等 ④ 個人住民税所得割額
⑤ 個人住民税所得割非課税 ⑥ 個人住民税均等割非課税 ⑦ 所得税額 ⑧ その他

未定稿

　　　　　　関連制度　　(予)＝予算事業 住民税 所得税 基準 　　　　　　関連制度　　(予)＝予算事業 住民税 所得税 基準

　児童手当（受給資格に係る所得制限） ○ ①⑥ 　高等学校等修学支援事業費補助金（受給資格に係る所得制限）(予) ○ ④⑤

　母子家庭等自立支援給付金（受給資格に係る所得制限） ○ ①⑥ 　私立中学校等修学支援実証事業（受給資格に係る所得制限）(予) ○ ④

　児童扶養手当（手当額に係る所得制限） ○ ① 　高校生等奨学給付金（受給資格に係る所得制限）(予) ○ ⑤

　特別児童扶養手当等（支給に係る所得制限） ○ ① 　専門学校生への経済的支援（受給資格に係る所得制限）(予) ○ ⑤

　ひとり親家庭等日常生活支援事業（自己負担額） ○ ①⑥ 　児童入所施設措置費等国庫負担金（自己負担額） ○ ○ ⑤⑥⑦

  各種医療保険制度（高額療養費等に係る自己負担限度額） ○ ①②⑥ 　未熟児養育医療費等国庫負担金（自己負担額） ○ ○ ⑤⑥⑦

　指定難病等の医療費助成等（医療費等に係る自己負担限度額） ○ ○ ①④⑥⑦ 　養護老人ホームの入所措置費用（扶養義務者の負担額） ○ ○ ⑤⑥⑦

  介護保険（保険料・自己負担額・自己負担割合） ○ ○ ①③⑥⑧ 　養護老人ホームの入所要件（入所要件の判定） ○ ⑤

　国民年金（保険料・支給に係る所得制限） ○ ① 　社会福祉法人等による利用者負担軽減制度（負担軽減の要件） ○ ⑥

　障害者自立支援制度（障害福祉サービス等に係る自己負担限度額） ○ ①④⑥

　特別支援教育就学奨励費（自己負担額） ○ ①

　私立大学等経常費補助（自己負担額） ○ ① 　拉致被害者等給付金（支給期限の延長要件） ○ ⑥

　公営住宅等（入居者資格・家賃の減額に係る所得制限等） ○ ① 　日本放送協会放送受信料（免除要件） ○ ⑥

　住宅確保要配慮者専用賃貸住宅（家賃の減額に係る所得制限等） ○ ① 　生活困窮者自立支援（受給資格等に係る所得制限） ○ ⑥

○ ①②③ 　特許料金等の減免措置（減免の要件） ○ ○ ⑥⑦

○ ①②③ 　原爆被爆者の訪問介護利用料助成（受給資格に係る所得制限）(予) ○ ⑦

○ ③ 　就職促進手当（受給資格に係る所得制限） ○ ⑦

○ ③ 　中高齢失業者等求職手帳（受給資格に係る所得制限） ○ ⑦

○ ④ 　老齢年金生活者支援給付金（受給資格に係る所得制限） ○ ⑧

　子ども・子育て支援制度（保育料） ○ ④⑤ 　若年定年退職者給付金（給付額） ○ ⑧

○ ④⑥ 　義務教育段階の就学援助制度（受給資格に係る所得制限） ○ ○ ⑧

　感染症法に基づく勧告又は措置による入院医療費（自己負担額） ○ ④ 　給付型奨学金（受給資格に係る所得制限） ○ ⑧

　精神障害者の措置入院に係る入院医療費（自己負担額） ○ ④ 　貸与型奨学金（所得連動返還方式）（奨学金返還に係る割賦月額の算出） ○ ⑧

○ ④⑤

　独立行政法人自動車事故対策機構による生活資金の貸付け
　（貸付け対象者の範囲）

　国民健康保険（所得割算定・均等割軽減・自己負担割合）

　恩給（支給額）

　後期高齢者医療制度（所得割算定・均等割軽減・自己負担割合）

　肝炎医療費（医療費及び定期検査費用に係る自己負担限度額）(予)

　高等学校等就学支援金制度（受給資格に係る所得制限）

○ ○ ⑤⑥⑦

　国会議員互助年金（支給額）

　すまい給付金（給付額）(予)

（令和２年８月時点）
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社会保障制度等(各省修正反映済み)

		総所得金額等を活用している各府省所管制度（未定稿） ソウショトク キンガク トウ カツヨウ カクフショウ ショカン セイド ミテイ

																																対応状況（平成30年10月） タイオウ ジョウキョウ ヘイセイ ネン ガツ								対応状況（令和元年8月31日） タイオウ ジョウキョウ レイワ ガンネン ガツ ニチ						対応状況（令和2年8月31日） タイオウ ジョウキョウ レイワ ネン ガツ ニチ

								振分番号 フリワケ バンゴウ		　関連制度 カンレン セイド				　活用している事項 カツヨウ ジコウ		　活用方法 カツヨウ ホウホウ		　所管省庁 ショカン ショウチョウ		　根拠法令等 コンキョ ホウレイ トウ		　概要 ガイヨウ		　対象件数等 タイショウ ケンスウ トウ				住民税 ジュウミンゼイ		所得税 ショトクゼイ		方針 ホウシン		期限等 キゲン トウ		対応内容 タイオウ ナイヨウ				方針 ホウシン		期限等 キゲン トウ				方針 ホウシン		対応内容 タイオウ ナイヨウ

		①総所得金額等・
合計所得金額 ソウショトク キンガク トウ ゴウケイ ショトク キンガク		児童手当 ジドウ テアテ		1		1		　児童手当 ジドウ テアテ				総所得金額等
－雑損控除、医療費控除、小規模企業共済等掛金控除、障害者控除、寡婦（夫）控除、勤労学生控除 ソウショトク キンガク トウ		受給資格の有無		内閣府 ナイカクフ		児童手当法 ジドウ テアテホウ		・所得が一定以上（622万円＋扶養人数×38万円）の高所得者に対しては児童手当を支給しない。 ショトク イッテイ イジョウ マンエン フヨウ ニンズウ マンエン コウショトクシャ タイ ジドウ テアテ シキュウ						○				見直し予定 ミナオ ヨテイ		未定 ミテイ		検討中 ケントウチュウ				見直し予定 ミナオ ヨテイ		令和3年6月まで レイワ ネン ガツ				見直し予定 ミナオ ヨテイ		令和3年6月まで
令和２年中に政令改正予定 レイワ ネン ガツ レイワ ネンチュウ セイレイ カイセイ ヨテイ

				母子家庭等自立支援給付金 ボシ カテイ ナド ジリツ シエン キュウフキン		2		2		母子家庭自立支援給付金及び父子家庭自立支援給付金				①総所得金額等
－雑損控除額、医療費控除額、小規模企業共済等掛金控除額又は配偶者特別控除額、障害者控除、寡婦（夫）控除、勤労学生控除、肉用牛
②市町村民税非課税世帯（給付額） ソウショトク キンガク トウ ショウガイシャ コウジョ カフ オット コウジョ キンロウ ガクセイ コウジョ ニクヨウギュウ シチョウソンミンゼイ ヒカゼイ セタイ キュウフ ガク		・受給資格の有無
・給付額の算出 ジュキュウ シカク ウム キュウフガク サンシュツ		厚生
労働省 コウセイ ロウドウショウ		母子及び父子並びに寡婦福祉法 ボシ オヨ フシ ナラ カフ フクシホウ		・受給資格の有無を①により判定。
夫婦子2人世帯の場合、総所得金額276万円程度。
・市町村民税が非課税の場合には給付額増 ジュキュウ シカク ウム ハンテイ ソウショトク キンガク マンエン テイド シチョウソンミンゼイ ヒカゼイ バアイ キュウフガク ゾウ						○				見直し予定 ミナオ ヨテイ		未定 ミテイ		検討中 ケントウチュウ				見直し予定 ミナオ ヨテイ		令和2年12月31日まで レイワ ネン ガツ ニチ				見直し済み ミナオ ス		政令改正
（令和３年１月１日施行予定） セイレイ カイセイ レイワ ネン ガツ ニチ シコウ ヨテイ

								3		ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験合格支援事業（受講修了時給付金・合格時給付金） オヤ カテイ コウトウ ガッコウ ソツギョウ テイド ニンテイ シケン ゴウカク シエン ジギョウ ジュコウ シュウリョウ トキ キュウフキン ゴウカク トキ キュウフキン				・合計所得金額 ゴウケイ ショトク キンガク		・受給資格の有無 ジュキュウ シカク ウム		厚生
労働省 コウセイ ロウドウショウ		厚労省通知第19号 コウロウショウ ツウチ ダイ ゴウ		・受給資格の有無を判定。
・支給対象者が対象講座の受講を修了した際に受講修了時給付金、受講修了時給付金を受けた者が、受講修了日から起算して２年以内に高卒認定試験の全科目に合格した場合に合格時給付金を支給する。 ジュキュウ シカク ウム ハンテイ シキュウ タイショウ シャ タイショウ コウザ ジュコウ シュウリョウ サイ ジュコウ シュウリョウ ジ キュウフキン ジュコウ シュウリョウ ジ キュウフキン ウ モノ ジュコウ シュウリョウ ビ キサン ネン イナイ コウソツ ニンテイ シケン ゼン カモク ゴウカク バアイ ゴウカク ジ キュウフキン シキュウ						○				見直し予定 ミナオ ヨテイ		未定 ミテイ		検討中 ケントウチュウ				見直し予定 ミナオ ヨテイ		令和2年12月31日まで レイワ				見直し済み ミナオ ス		政令改正
（令和３年１月１日施行予定） セイレイ カイセイ レイワ ネン ガツ ニチ シコウ ヨテイ

				児童扶養手当 ジドウ フヨウ テアテ		3		4		児童扶養手当 ジドウ フヨウ テアテ				総所得金額等
－雑損控除額、医療費控除額、小規模企業共済等掛金控除額又は配偶者特別控除額、障害者控除、寡婦（夫）控除、勤労学生控除、肉用牛 ソウショトク キンガク トウ ショウガイシャ コウジョ カフ オット コウジョ キンロウ ガクセイ コウジョ ニクヨウギュウ		・受給資格の有無
・給付額の算出 ジュキュウ シカク ウム キュウフガク サンシュツ		厚生
労働省 コウセイ ロウドウショウ		児童扶養手当法 ジドウ フヨウ テアテホウ		・受給資格の有無、給付額を判定
・夫子2人世帯で妻が死亡した場合、総所得金額103万円から給付額が逓減し、276万円で給付されなくなる。 ジュキュウ シカク ウム キュウフガク ハンテイ オット ツマ シボウ マンエン キュウフガク テイゲン マン キュウフ						○				見直し予定 ミナオ ヨテイ		未定 ミテイ		検討中 ケントウチュウ				見直し予定 ミナオ ヨテイ		令和2年12月31日まで レイワ ネン ガツ ニチ				見直し済み ミナオ ス		政令改正
（令和３年１月１日施行予定） セイレイ カイセイ ヨテイ

				特別児童扶養手当等 トクベツ ジドウ フヨウ テアテ トウ		4		5		特別児童扶養手当等
特別障害者手当
障害児福祉手当
経過的福祉手当 トウ				総所得金額等
－雑損控除額、医療費控除額、小規模企業共済等掛金控除額又は配偶者特別控除額、障害者控除、寡婦（夫）控除、勤労学生控除、肉用牛		支給の有無 シキュウ		厚生
労働省 コウセイ ロウドウショウ		特別児童扶養手当等の支給に関する法律		・所得が一定以上の高所得者に対しては特別児童扶養手当等を支給しない。
夫婦子2人世帯の場合、特別児童扶養手当の支給基準は総所得金額544万円程度。 ショトク イッテイ イジョウ コウショトクシャ タイ トクベツ ジドウ フヨウ テアテ トウ シキュウ シキュウ キジュン						○				検討中 ケントウチュウ								検討中 ケントウチュウ						見直し済み ミナオ ス		政令改正
（令和３年１月１日施行予定） セイレイ カイセイ ヨテイ

								6		ハンセン病療養退所者給与金 ビョウ リョウヨウ タイショ シャ キュウヨ キン				総所得金額等
－雑損控除額、医療費控除額、小規模企業共済等掛金控除額又は配偶者特別控除額、障害者控除、寡婦（夫）控除、勤労学生控除、肉用牛 ソウショトク キンガク トウ ショウガイシャ コウジョ カフ オット コウジョ キンロウ ガクセイ コウジョ ニクヨウギュウ		・受給資格の有無 ジュキュウ シカク ウム		厚生
労働省		ハンセン病問題の解決の促進に関する法律施行規則 ビョウ モンダイ カイケツ ソクシン カン ホウリツ シコウ キソク		・受給資格の有無を判定。
  生活類型に応じて支給額を算定する。
・前年の所得が退職者給与金年間支給額より多いとき、以下の算式の額を控除する。
（前年所得 - 退所者給与金年間支給額）÷２ ジュキュウ シカク ウム ハンテイ セイカツ ルイケイ オウ シキュウガク サンテイ ゼンネン ショトク タイショクシャ キュウヨ キン ネンカン シキュウガク オオ イカ サンシキ ガク コウジョ ゼンネン ショトク タイショ シャ キュウヨ キン ネンカン シキュウガク						○				影響なし エイキョウ								影響なし エイキョウ						見直し予定 ミナオ ヨテイ		省令改正
（令和３年１月１日施行予定） ショウレイ カイセイ レイワ ネン ガツ ニチ セコウ ヨテイ

								7		特定配偶者等支援金 トクテイ ハイグウシャトウ シエンキン				総所得金額等
－雑損控除額、医療費控除額、小規模企業共済等掛金控除額又は配偶者特別控除額、障害者控除、寡婦（夫）控除、勤労学生控除、肉用牛 ソウショトク キンガク トウ ショウガイシャ コウジョ カフ オット コウジョ キンロウ ガクセイ コウジョ ニクヨウギュウ		・受給資格の有無 ジュキュウ シカク ウム		厚生
労働省		ハンセン病問題の解決の促進に関する法律施行規則 ビョウ モンダイ カイケツ ソクシン カン ホウリツ シコウ キソク		・受給資格の有無を判定。
・支給額は一律128,000円 ジュキュウ シカク ウム ハンテイ シキュウガク イチリツ エン						○				影響なし エイキョウ								影響なし エイキョウ						見直し予定 ミナオ ヨテイ		省令改正
（令和３年１月１日施行予定） ショウレイ カイセイ レイワ ネン ガツ ニチ セコウ ヨテイ

								8		ハンセン病療養所非入所者給与金 ビョウ リョウヨウ ショ ヒ ニュウショシャ キュウヨ キン				・市町村民税非課税
・課税総所得金額 シチョウソン ミン ゼイ ヒカゼイ カゼイ ソウショトク キンガク		・受給資格の有無
・給付額の算出 ジュキュウ シカク ウム キュウフガク サンシュツ		厚生
労働省		ハンセン病問題の解決の促進に関する法律施行規則 ビョウ モンダイ カイケツ ソクシン カン ホウリツ シコウ キソク		・受給資格の有無を判定。
・給付額は
①市町村民税非課税の者
②前年の課税所得が75万円未満の者
③前年の課税所得が75万円以上135万円未満の者
④前年の課税所得が135万円以上の者
の４段階で決定。 ジュキュウ シカク ウム ハンテイ キュウフガク シチョウソン ミン ゼイ ヒカゼイ モノ ゼンネン カゼイ ショトク マンエン ミマン モノ ゼンネン カゼイ ショトク マンエン イジョウ マンエン ミマン モノ ゼンネン カゼイ ショトク マンエン イジョウ モノ ダンカイ ケッテイ						○				影響なし エイキョウ								影響なし エイキョウ						影響なし エイキョウ				課税の有無又は課税所得を利用 カゼイ ウム マタ カゼイ ショトク リヨウ

				　ひとり親家庭等
日常生活支援事業 オヤ カテイ トウ ニチジョウ セイカツ シエン ジギョウ		5		9		ひとり親家庭等日常生活支援事業 オヤ カテイ トウ ニチジョウ セイカツ シエン ジギョウ				・市町村民税非課税
・総所得金額等
－雑損控除額、医療費控除額、小規模企業共済等掛金控除額又は配偶者特別控除額、障害者控除、寡婦（夫）控除、勤労学生控除、肉用牛 シチョウソン ミン ゼイ ヒカゼイ		給付額の算出 キュウフガク サンシュツ		厚生
労働省 コウセイ ロウドウショウ		ひとり親家庭等日常生活支援事業の円滑な運営について（平成26年9月30日付雇児福発0930第６号通知） オヤ カテイトウ ニチジョウ セイカツ シエン ジギョウ エンカツ ウンエイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ ツ ヤトイ ジ フク ハツ ダイ ゴウ ツウチ		①市町村民税非課税
②児童扶養手当支給水準
③その他
の３段階で給付額を設定 シチョウソンミンゼイ ヒカゼイ ジドウ フヨウ テアテ シキュウ スイジュン タ ダンカイ キュウフガク セッテイ						○				見直し予定 ミナオ ヨテイ		未定 ミテイ		検討中 ケントウチュウ				影響なし エイキョウ						見直し済み ミナオ ス		政令改正
（令和３年１月１日施行予定） セイレイ カイセイ レイワ ネン ガツ ニチ シコウ ヨテイ

				各種医療保険制度 カクシュ イリョウ ホケン セイド		6		10		健康保険
（自己負担上限額） ケンコウ ホケン ジコ フタン ジョウゲンガク				・市町村民税非課税
・総所得金額等の有無 シチョウソンミンゼイ ヒカゼイ ソウショトク キンガク トウ ウム		自己負担上限額の算出 ジコ フタン ジョウゲンガク サンシュツ		厚生
労働省 コウセイ ロウドウショウ		健康保険法 ケンコウ ホケンホウ		医療費の自己負担上限額が
・市町村民税非課税
・70歳以上で所得（公的年金等控除を80万円として計算）のない者
の２つの基準を用いて算定される。						○				検討中 ケントウチュウ		H31		法令改正 ホウレイ カイセイ				検討中 ケントウチュウ		令和元年度 レイワ ガンネンド				見直し済み ミナオ ス		政令改正
（令和２年９月４日公布） セイレイ カイセイ

								11		船員保険法
（自己負担上限額） センイン ホケンホウ ジコ フタン ジョウゲンガク				・市町村民税非課税
・総所得金額等の有無 シチョウソンミンゼイ ヒカゼイ ソウショトク キンガク トウ ウム		自己負担上限額の算出 ジコ フタン ジョウゲンガク サンシュツ		厚生
労働省 コウセイ ロウドウショウ		船員保険法 センイン ホケンホウ								○				検討中 ケントウチュウ		H31		法令改正 ホウレイ カイセイ				検討中 ケントウチュウ		令和元年度 レイワ ガンネンド				見直し済み ミナオ ス		政令改正
（令和２年９月４日公布） セイレイ カイセイ

								12		国家公務員共済
（自己負担上限額） コッカ コウムイン キョウサイ				・市町村民税非課税
・総所得金額等の有無 シチョウソンミンゼイ ヒカゼイ ソウショトク キンガク トウ ウム		自己負担上限額の算出 ジコ フタン ジョウゲンガク サンシュツ		財務省 ザイムショウ		国家公務員共済組合法								○				〔健康保険の方針を踏まえて検討〕 ケンコウ ホケン								検討中 ケントウチュウ		未定 ミテイ				見直し済み ミナオ ス		同上 ドウジョウ

								13		地方公務員共済
（自己負担上限額） チホウ コウムイン キョウサイ				・市町村民税非課税
・総所得金額等の有無 シチョウソンミンゼイ ヒカゼイ ソウショトク キンガク トウ ウム		自己負担上限額の算出 ジコ フタン ジョウゲンガク サンシュツ		総務省 ソウムショウ		地方公務員共済組合法 チホウ								○				〔健康保険の方針を踏まえて検討〕 ケンコウ ホケン								検討中 ケントウチュウ		未定 ミテイ				見直し済み ミナオ ス		同上 ドウジョウ

								14		私立学校教職員共済
（自己負担上限額） シリツ ガッコウ キョウショクイン キョウサイ				・市町村民税非課税
・総所得金額等の有無 シチョウソンミンゼイ ヒカゼイ ソウショトク キンガク トウ ウム		自己負担上限額の算出 ジコ フタン ジョウゲンガク サンシュツ		文部
科学省 モンブ カガクショウ		私立学校教職員共済法								○				〔健康保険の方針を踏まえて検討〕 ケンコウ ホケン								検討中 ケントウチュウ		未定 ミテイ				見直し済み ミナオ ス		同上 ドウジョウ

								15		国民健康保険
（自己負担上限額・均等割および平等割軽減） コクミン ケンコウ ホケン キントウワリ ビョウドウワリ ケイゲン				・課税所得金額　
・総所得金額
・市町村民税非課税
・総所得金額等の有無 カゼイ ショトク キンガク ソウショトク キンガク シチョウソン ミン ゼイ ヒカゼイ		自己負担上限額の算出 ジコ フタン ジョウゲンガク サンシュツ		厚生
労働省 コウセイ ロウドウショウ		国民健康保険法 コクミン ケンコウ ホケンホウ		○医療費の自己負担上限額が
・基礎控除後の総所得金額
・市町村民税非課税
・70歳以上で所得（公的年金等控除を80万円として計算）のない者
の３つの基準を用いて算定される。
○総所得金額を用いて一定の方法により計算した額の世帯合算額が基礎控除額を下回る場合には均等割額を軽減						○				検討中 ケントウチュウ		H32まで		検討中 ケントウチュウ				検討中 ケントウチュウ		令和元年度 レイワ ガンネンド				見直し済み ミナオ ス		政令改正
（令和２年９月４日公布） セイレイ カイセイ

								16		後期高齢者医療
（自己負担上限額・均等割軽減） コウキ コウレイシャ イリョウ				・総所得金額
・市町村民税非課税
・総所得金額等の有無 ソウショトク キンガク シチョウソン ミン ゼイ ヒカゼイ		自己負担上限額の算出 ジコ フタン ジョウゲンガク サンシュツ		厚生
労働省 コウセイ ロウドウショウ		高齢者の医療の確保に関する法律 コウレイシャ イリョウ カクホ カン ホウリツ								○				検討中 ケントウチュウ		H31		政令改正 セイレイ カイセイ				検討中 ケントウチュウ		令和元年度 レイワ ガンネンド				見直し済み ミナオ ス		政令改正
（令和２年９月４日公布） セイレイ カイセイ

		①総所得金額等・
合計所得金額		指定難病等の
医療費助成等 シテイ ナンビョウ ナド イリョウヒ ジョセイ トウ		7		17		指定難病の医療費助成
（自己負担上限額） シテイ ナンビョウ イリョウヒ ジョセイ ジコ フタン ジョウゲンガク				・市町村民税非課税
・公的年金等収入＋合計所得金額
・所得割額 シチョウソンミンゼイ ヒカゼイ コウテキ ネンキンナド シュウニュウ ゴウケイ ショトク キンガク ショトクワリガク		自己負担上限額の算出 ジコ フタン ジョウゲンガク サンシュツ		厚生
労働省 コウセイ ロウドウショウ		難病の患者に対する医療等に関する法律		医療費の自己負担上限額が
・所得割額
・市町村民税非課税
・公的年金等収入、合計所得金額、社会保障給付額等の合計が80万円以下
の３つの基準を用いて算定される。 イリョウヒ ショトクワリガク トウ						○				検討中 ケントウチュウ		H33.7		政令改正 セイレイ カイセイ				検討中 ケントウチュウ		未定 ミテイ				見直し予定 ミナオ ヨテイ		政令改正
（令和３年１月１日施行予定） セイレイ カイセイ セコウ ヨテイ

								18		小児慢性特定疾病の医療費助成（自己負担上限額） ショウニ マンセイ トクテイ シッペイ イリョウヒ ジョセイ ジコ フタン ジョウゲンガク				・市町村民税非課税
・公的年金等収入＋合計所得金額
・所得割額 シチョウソンミンゼイ ヒカゼイ コウテキ ネンキンナド シュウニュウ ゴウケイ ショトク キンガク ショトクワリガク		自己負担上限額の算出 ジコ フタン ジョウゲンガク サンシュツ		厚生
労働省 コウセイ ロウドウショウ		児童福祉法								○				検討中 ケントウチュウ		H33.7		政令改正 セイレイ カイセイ				検討中 ケントウチュウ		未定 ミテイ				見直し予定 ミナオ ヨテイ		政令改正
（令和３年１月１日施行予定）年１月１日施行予定） セイレイ カイセイ セコウ ヨテイ ネン ガツ ニチ セコウ ヨテイ

								19		小児慢性特定疾病対策費補助金 ショウニ マンセイ トクテイ シッペイ タイサク ヒ ホジョキン				所得税額
住民税非課税 ショトクゼイ ガク ジュウミンゼイ ヒカゼイ		自己負担額の算出 ジコ フタン ガク サンシュツ		厚生
労働省 コウセイ ロウドウショウ		実施要領 ジッシ ヨウリョウ		小児慢性特定疾病児童等に給付する日用生活用具における保護者の自己負担額を、所得税市町村民税所得割の額に応じ算出。（より低額の自己負担（徴収基準額）に決定するため、住民税非課税であるかどうかを利用している。） ショウニ マンセイ トクテイ シッペイ ジドウ トウ キュウフ ニチヨウ セイカツ ヨウグ ホゴシャ ジコ フタン ガク ショトクゼイ シチョウソンミンゼイ ショトクワリ ガク オウ サンシュツ テイガク ジコ フタン チョウシュウ キジュン ガク ケッテイ ジュウミンゼイ ヒカゼイ リヨウ						○		○		検討中 ケントウチュウ		H33.7メド		通知改正 ツウチ カイセイ				検討中 ケントウチュウ		未定 ミテイ				影響なし エイキョウ

								20		不妊に悩む方への特定不妊治療支援事業 フニン ナヤ カタ トクテイ フニン チリョウ シエン ジギョウ				総所得金額等
－雑損控除額、医療費控除額又は小規模企業共済等掛金控除額、障害者控除、寡婦（夫）控除、勤労学生控除、肉用牛 ソウショトク キンガク トウ マタ ショウガイシャ コウジョ カフ オット コウジョ キンロウ ガクセイ コウジョ ニクヨウギュウ		・受給資格の有無 ジュキュウ シカク ウム		厚生
労働省 コウセイ ロウドウショウ		母子保健医療対策総合支援事業の実施について ボシ ホケン イリョウ タイサク ソウゴウ シエン ジギョウ ジッシ		・受給資格の有無を決定。
・治療対象者の年齢・治療回数や治療内容によって支給額が算定される。 ジュキュウ シカク ウム ケッテイ チリョウ タイショウシャ ネンレイ チリョウ カイスウ チリョウ ナイヨウ シキュウガク サンテイ						○				検討中 ケントウチュウ		H33.7		通知改正 ツウチ カイセイ				見直し予定 ミナオ ヨテイ		令和3年4月まで レイワ ネン ガツ				見直し予定 ミナオ ヨテイ		令和3年4月まで レイワ ネン ガツ

				介護保険 カイゴ ホケン		8		21		介護保険（保険料） カイゴ ホケン ホケンリョウ				・市町村民税非課税
・合計所得金額
・公的年金等収入＋合計所得金額 シチョウソンミンゼイ ヒカゼイ ゴウケイ ショトク キンガク		保険料の額 ホケンリョウ ガク		厚生
労働省 コウセイ ロウドウショウ		介護保険法 カイゴ ホケンホウ		年金収入、合計所得金額、市町村民税の課税非課税の別により保険料が変動。 ネンキン シュウニュウ ゴウケイ ショトク キンガク シチョウソンミンゼイ カゼイ ヒカゼイ ベツ ホケンリョウ ヘンドウ						○				見直し予定 ミナオ ヨテイ		H33.3		政令改正 セイレイ カイセイ				見直し予定 ミナオ ヨテイ		令和元年度 レイワ ガンネンド				見直し予定 ミナオ ヨテイ		政令改正
（令和３年４月施行予定） セイレイ カイセイ レイワ ネン ガツ セコウ ヨテイ

								22		高額介護サービス費
（自己負担上限額） ジコ フタン ジョウゲンガク				・市町村民税非課税
・公的年金等収入＋合計所得金額
・課税総所得金額等
・収入 シチョウソンミンゼイ ヒカゼイ カゼイ ソウショトク キンガク トウ シュウニュウ		自己負担上限額の算出 ジコ フタン ジョウゲンガク サンシュツ		厚生
労働省 コウセイ ロウドウショウ		介護保険法 カイゴ ホケンホウ		・市町村民税非課税
・公的年金等収入＋合計所得金額
・課税総所得金額等
・収入
により介護サービスの費用負担上限額が変動 カイゴ ヒヨウ フタン ジョウゲンガク ヘンドウ						○				見直し予定 ミナオ ヨテイ		H33.3		政令もしくは省令改正予定 セイレイ ショウレイ カイセイ ヨテイ				見直し予定 ミナオ ヨテイ		令和元年度 レイワ ガンネンド				見直し予定 ミナオ ヨテイ		政令改正
（令和３年４月施行予定） セイレイ カイセイ レイワ ネン ガツ セコウ ヨテイ

								23		介護保険の自己負担割合 カイゴ ホケン ジコ フタン ワリアイ				・合計所得金額
・公的年金等に係る雑所得の金額 ゴウケイ ショトク キンガク コウテキ ネンキン トウ カカ ザッショトク キンガク		負担割合の算出 フタン ワリアイ サンシュツ		厚生
労働省 コウセイ ロウドウショウ		介護保険法 カイゴ ホケン ホウ		合計所得金額が160万円以上、かつ、年金収入＋その他所得金額（合計所得金額から公的年金等に係る雑所得の金額を控除した金額）の合計が一定額（２人以上世帯：346万円）以上の場合には、自己負担割合が１割から２割へ増加。 ゴウケイ ショトク キンガク マンエン イジョウ ネンキン シュウニュウ タ ショトク キンガク ゴウケイ ショトク キンガク コウテキ ネンキン トウ カカ ザッショトク キンガク コウジョ キンガク ゴウケイ イッテイ ガク ニン イジョウ セタイ マンエン イジョウ バアイ ジコ フタン ワリアイ ワリ ワリ ゾウカ						○		○		見直し予定 ミナオ ヨテイ		H33.3まで		政令改正 セイレイ カイセイ				見直し予定 ミナオ ヨテイ		令和元年度 レイワ ガンネンド				見直し予定 ミナオ ヨテイ		政令改正
（令和３年４月施行予定） セイレイ カイセイ レイワ ネン ガツ セコウ ヨテイ

								24		介護予防・日常生活支援総合事業の利用者負担割合の下限の判定 カイゴ ヨボウ ニチジョウ セイカツ シエン ソウゴウ ジギョウ リヨウシャ フタン ワリアイ カゲン ハンテイ				・合計所得金額
・公的年金等に係る雑所得の金額 ゴウケイ ショトク キンガク コウテキ ネンキン トウ カカ ザッショトク キンガク		負担割合の下限の算出 フタン ワリアイ カゲン サンシュツ		厚生
労働省 コウセイ ロウドウショウ		介護保険法 カイゴ ホケンホウ		合計所得金額が160万円以上、かつ、年金収入＋その他所得金額（合計所得金額から公的年金等に係る雑所得の金額を控除した金額）の合計が一定額（２人以上世帯：346万円）以上の場合には、利用者負担割合の下限が１割から２割へ増加。 リヨウシャ カゲン								○		見直し予定 ミナオ ヨテイ		（同上） ドウジョウ		（同上） ドウジョウ				見直し予定 ミナオ ヨテイ		（同上） ドウジョウ				見直し予定 ミナオ ヨテイ		政令改正
（令和３年４月施行予定） セイレイ カイセイ レイワ ネン ガツ セコウ ヨテイ

				国民年金 コクミン ネンキン		9		25		国民年金（保険料） コクミン ネンキン ホケンリョウ				（全額免除）
・総所得金額等
（一部免除）
・総所得金額等－雑損控除額、医療費控除額、小規模企業共済等掛金控除額又は配偶者特別控除額、障害者控除、寡婦（夫）控除、勤労学生控除、肉用牛 ゼンガク メンジョ ソウショトク キンガク トウ イチブ メンジョ		保険料の額 ホケンリョウ ガク		厚生
労働省 コウセイ ロウドウショウ		国民年金法 コクミン ネンキンホウ		所得の額により、国民年金保険料が全額又は一部免除される。
・全額　夫婦子2人：162万円
・192万円（3/4免除）、232万円（2/4免除）、272万円（1/4免除） ショトク ガク コクミン ネンキン ホケンリョウ ゼンガク マタ イチブ メンジョ ゼンガク フウフ コ ニン マンエン マンエン メンジョ メンジョ マンエン メンジョ						○				見直し予定 ミナオ ヨテイ		全額免除はH33.6、
一部免除のうち国民年金保険料についてはH33.6、学生納付特例についてはH33.3 ゼンガク メンジョ イチブ メンジョ コクミン ネン キン ホケンリョウ ガクセイ ノウフ トクレイ		政令改正（所得基準額の10万円上乗せ） セイレイ カイセイ ショトク キジュン ガク マンエン ウワノ				見直し予定 ミナオ ヨテイ		全額免除は令和3年6月、
一部免除のうち国民年金保険料については令和3年6月、学生納付特例については令和3年3月 ゼンガク メンジョ レイワ ネン ガツ イチブ メンジョ コクミン ネン キン ホケンリョウ レイワ ネン ガツ ガクセイ ノウフ トクレイ レイワ ネン ガツ				見直し予定 ミナオ ヨテイ		令和３年３月までに政令改正予定 レイワ ネン ガツ セイレイ カイセイ ヨテイ

								26		国民年金の給付 コクミン ネンキン キュウフ				総所得金額等
－雑損控除額、医療費控除額、小規模企業共済等掛金控除額又は配偶者特別控除額、障害者控除、寡婦（夫）控除、勤労学生控除、肉用牛		給付額の算出 キュウフガク サンシュツ		厚生
労働省 コウセイ ロウドウショウ		国民年金法 コクミン ネンキンホウ		障害基礎年金給付、老齢福祉年金給付等の給付額を所得に応じて減額。
（障害基礎年金の場合）
全額支給停止：576万円程度
半額支給停止：474万円程度 ショウガイ キソ ネンキン キュウフ ロウレイ フクシ ネンキン キュウフ トウ キュウフ ガク ショトク オウ ゲンガク ショウガイ キソ ネンキン バアイ ゼンガク シキュウ テイシ マンエン テイド ハンガク シキュウ テイシ マンエン テイド						○				見直し予定
※老齢福祉年金給付を除く ミナオ ヨテイ ロウレイ フクシ ネンキン キュウフ ノゾ		H33.7		政令改正（所得基準額の10万円上乗せ） セイレイ カイセイ ショトク キジュン ガク マンエン ウワノ				見直し予定 ミナオ ヨテイ		令和3年7月 レイワ ネン ガツ				見直し予定 ミナオ ヨテイ		令和３年３月までに政令改正予定 レイワ ネン ガツ セイレイ カイセイ ヨテイ

				障害者自立
支援制度 ショウガイシャ ジリツ シエン セイド		10		27		障害者自立支援制度
（自己負担上限額） ショウガイシャ ジリツ シエン セイド				・市町村民税所得割額
・市町村民税非課税
・公的年金等収入＋合計所得金額 シチョウソン ミン ゼイ ショトク ワリ ガク シチョウソンミンゼイ ヒカゼイ コウテキ ネンキン トウ シュウニュウ ゴウケイ ショトク キンガク		自己負担上限額の算出 ジコ フタン ジョウゲンガク サンシュツ		厚生
労働省 コウセイ ロウドウショウ		障害者自立支援法（障害者）
児童福祉法（障害児） ショウガイシャ ジリツ シエンホウ ショウガイ シャ ジドウ フクシホウ ショウガイジ		○指定療養介護医療等に係る負担上限月額
療養介護費の自己負担上限額が
・所得割額
・市町村民税非課税
・公的年金等収入、合計所得金額、社会保障給付額の合計が80万円以下
の３つの基準を用いて算定される。

○障害福祉サービスの自己負担上限額
・非課税の別のみ使用。 リョウヨウ カイゴヒ ジコ フタン ジョウゲンガク ショトク ワリ ガク シチョウソン ミン ゼイ ヒカゼイ コウテキ ネンキンナド シュウニュウ ゴウケイ ショトク キンガク シャカイ ホショウ キュウフ ガク ゴウケイ マンエンイカ キジュン モチ サンテイ ショウガイ フクシ ジコ フタン ジョウゲンガク ヒカゼイ ベツ シヨウ						○				検討中 ケントウチュウ								見直し予定 ミナオ ヨテイ

武田　直人(009674): ※障害福祉サービスの自己負担上限額は影響なし		令和3年1月 レイワ ネン ガツ				見直し予定 ミナオ ヨテイ		令和3年1月 レイワ ネン ガツ

				特別支援教育
就学奨励費 トクベツ シエン キョウイク シュウガク ショウレイ ヒ		11		28		特別支援教育就学奨励費				総所得金額、退職所得金額、山林所得金額
－社会保険料控除、生命保険料控除、地震保険料控除		都道府県の支弁額の算出 トドウフケン シベン ガク サンシュツ		文部
科学省 モンブ カガクショウ		特別支援学校への就学奨励に関する法律		特別支援教育就学に係る費用を、保護者の負担能力に応じて徴収
支弁額の基準は通知で設定。 カカ ヒヨウ ホゴシャ シベン ガク キジュン ツウチ セッテイ						○				影響なし エイキョウ								見直し予定 ミナオ ヨテイ		令和2年度まで レイワ ネンド				見直し済み ミナオ ス		算定要領改正
（令和３年度より適用） サンテイ ヨウリョウ カイセイ レイワ ネンド テキヨウ

				私立大学等
経常費補助 シリツ ダイガク トウ ケイジョウヒ ホジョ		12		29		私立大学等経常費補助 シリツ ダイガク トウ ケイジョウヒ ホジョ				総所得金額等、合計所得金額 ソウショトク キンガク トウ ゴウケイ ショトク キンガク		自己負担額の算出 ジコ フタン ガク サンシュツ		文部
科学省 モンブ カガクショウ		授業料減免事業等支援 ジュギョウリョウ ゲンメン ジギョウ トウ シエン		　主たる家計支持者の収入又は所得が、
　・給与所得者　　：源泉徴収票の支払金額が841万円以下
　・給与所得者以外：確定申告の所得金額が355万円以下
　である場合には、授業料減免事業等支援の対象となる。 シュ カケイ シジシャ シュウニュウ マタ ショトク キュウヨ ショトク シャ ゲンセン チョウシュウヒョウ シハライ キンガク マンエン イカ キュウヨ ショトク シャ イガイ カクテイ シンコク ショトク キンガク マンエン イカ バアイ ジュギョウリョウ ゲンメン ジギョウ トウ シエン タイショウ								○		影響なし エイキョウ								影響なし エイキョウ						影響なし エイキョウ

		①総所得金額等・
合計所得金額		公営住宅等 コウエイ ジュウタク トウ		13		30		　公営住宅 コウエイ ジュウタク				総所得金額等、合計所得金額 ソウショトク キンガク トウ ゴウケイ ショトク キンガク		入居資格の有無等 ニュウキョ シカク ウム トウ		国土
交通省		公営住宅法 コウエイ ジュウタク ホウ		　入居者及び同居者の過去１年間における所得税法の規定により算出した所得金額の合計から基礎控除を除く人的控除を控除した額を12で除した金額により、
　・入居者資格の判定
　・入居者家賃の決定
　・入居者の選考　　等
がされる。 ニュウキョシャ オヨ ショトク ゼイホウ キテイ サンシュツ ショトク キンガク ゴウケイ コウジョ ガク ジョ キンガク ニュウキョ シャ シカク ハンテイ ニュウキョシャ ヤチン ケッテイ ニュウキョシャ センコウ トウ								○		見直し予定 ミナオ ヨテイ		H32.1まで		政令改正 セイレイ カイセイ				見直し予定 ミナオ ヨテイ		令和2年1月まで レイワ ネン ガツ				見直し予定 ミナオ ヨテイ		今年中に政令改正。R3.1.1施行予定。 コトシチュウ セイレイ カイセイ シコウ ヨテイ

								31		　特定優良賃貸住宅 トクテイ ユウリョウ チンタイ ジュウタク				総所得金額等、合計所得金額 ソウショトク キンガク トウ ゴウケイ ショトク キンガク		入居資格の有無等 ニュウキョ シカク ウム トウ		国土
交通省		特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律 トクテイ ユウリョウ チンタイ ジュウタク キョウキュウ ソクシン カン ホウリツ		　入居者及び同居者の過去１年間における所得税法の規定により算出した所得金額の合計から基礎控除を除く人的控除を控除した額を12で除した金額により、入居者資格の有無の判定、家賃減額対象者の選定がされる。具体的には、
　・入居者資格：　15.8万円～25.9万円
　・家賃の減額：　25.9万円以下　　 ニュウキョシャ シカク ウム ハンテイ ヤチン ゲンガク タイショウ シャ センテイ グタイテキ ニュウキョシャ シカク マンエン マンエン ヤチン ゲンガク マンエン イカ								○		見直し予定 ミナオ ヨテイ		H32.1まで		省令改正 ショウレイ カイセイ				見直し予定 ミナオ ヨテイ		令和2年1月まで レイワ ネン ガツ				見直し予定 ミナオ ヨテイ		今年中に省令改正。R3.1.1施行予定。 コトシチュウ ショウレイ カイセイ シコウ ヨテイ

								32		　高齢者向け住宅の入居者の家賃減額措置 コウレイシャ ム ジュウタク ニュウキョシャ ヤチン ゲンガク ソチ				総所得金額等、合計所得金額 ソウショトク キンガク トウ ゴウケイ ショトク キンガク		対象要件 タイショウ ヨウケン		国土
交通省		高齢者の居住の安定確保に関する法律 コウレイシャ キョジュウ アンテイ カクホ カン ホウリツ		　地方公共団体の高齢者向けの賃貸住宅の家賃の減額に当たり、減額費用の一部を国が補助することができる。
　国の補助にあたっては、入居者及び同居者の過去1年間における所得税法により算出した所得金額の合計から基礎控除を除く人的控除を控除した額を12で除した金額が15.8万円以下であることが要件。 チホウ コウキョウ ダンタイ コウレイシャ ム チンタイ ジュウタク ヤチン ゲンガク ア ゲンガク ヒヨウ イチブ クニ ホジョ クニ ホジョ ニュウキョシャ オヨ ドウキョシャ カコ ネンカン ショトク ゼイホウ サンシュツ ショトク キンガク ゴウケイ コウジョ ガク ジョ キンガク マンエン								○		見直し予定 ミナオ ヨテイ		H32.1まで		省令改正 ショウレイ カイセイ				見直し予定 ミナオ ヨテイ		令和2年1月まで レイワ ネン ガツ				見直し予定 ミナオ ヨテイ		今年中に省令を改正し、令和３年１月１日に施行予定。

								33		　市町村借上住宅の入居者の家賃減額措置 シチョウソン シャク ジョウ ジュウタク ニュウキョシャ ヤチン ゲンガク ソチ				総所得金額等、合計所得金額 ソウショトク キンガク トウ ゴウケイ ショトク キンガク		対象要件 タイショウ ヨウケン		国土
交通省		密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律 ミッシュウ シガイチ ボウサイ ガイク セイビ ソクシン カン ホウリツ		　延焼等危険賃貸住宅の除却のため居住安定計画が策定され、その計画に示された代替住宅が市町村借上住宅である場合に、市町村は、当該代替住宅への入居を希望した従前の延焼等危険賃貸住宅の居住者の代替住宅の家賃の減額費用の一部を国が補助することができる。
　国の補助にあたっては、入居者及び同居者の過去1年間における所得税法により算出した所得金額の合計から基礎控除を除く人的控除を控除した額を12で除した金額が15.8万円以下であることが要件。 ヒヨウ イチブ クニ ホジョ マン エン								○		見直し予定 ミナオ ヨテイ		H32.1まで		省令改正 ショウレイ カイセイ				見直し予定 ミナオ ヨテイ		令和2年1月まで レイワ ネン ガツ				見直し予定 ミナオ ヨテイ		今年中に省令を改正し、令和３年１月１日に施行予定。

								34		　地域優良賃貸住宅 チイキ ユウリョウ チンタイ ジュウタク				総所得金額等、合計所得金額 ソウショトク キンガク トウ ゴウケイ ショトク キンガク		入居資格の有無 ニュウキョ シカク ウム		国土
交通省		地域優良賃貸住宅制度要綱 チイキ ユウリョウ チンタイ ジュウタク セイド ヨウコウ		　入居者及び同居者の過去１年間における所得税法の規定により算出した所得金額の合計から基礎控除を除く人的控除を控除した額を12で除した金額により、入居者資格の有無を判定（具体的には、所得38.7万円以下の者）。 ウム								○		検討中 ケントウチュウ		〔公営住宅の方針を踏まえて検討） コウエイ ジュウタク ホウシン フ ケントウ						検討中 ケントウチュウ		〔公営住宅の方針を踏まえて検討） コウエイ ジュウタク ホウシン フ ケントウ				見直し予定 ミナオ ヨテイ		今年中に政令改正。R3.1.1施行予定。 コトシチュウ セイレイ カイセイ シコウ ヨテイ

								35		　高齢者向け優良賃貸住宅
（機構供給型） コウレイシャ ム ユウリョウ チンタイ ジュウタク キコウ キョウキュウ ガタ				総所得金額等、合計所得金額 ソウショトク キンガク トウ ゴウケイ ショトク キンガク		対象要件 タイショウ ヨウケン		国土
交通省		高齢者の居住の安定確保に関する法律 コウレイシャ キョジュウ アンテイ カクホ カン ホウリツ		　都市再生機構が高齢者世帯に賃貸住宅を供給する場合、国は低所得の入居者の家賃の減額にかかる費用の一部を補助することができる。
　国の補助に当たっては、入居者及び同居者の過去1年間における所得税法により算出した所得金額の合計から基礎控除を除く人的控除を控除した額を12で除した金得が15.8万円以下であることが要件。 テイショトク イチブ クニ ホジョ ア マン ヨウケン								○		検討中 ケントウチュウ		〔公営住宅の方針を踏まえて検討） コウエイ ジュウタク ホウシン フ ケントウ						検討中 ケントウチュウ		〔公営住宅の方針を踏まえて検討） コウエイ ジュウタク ホウシン フ ケントウ				見直し予定 ミナオ ヨテイ		今年中に省令を改正し、令和３年１月１日に施行予定。

								36		　子育て世帯向け地域優良賃貸住宅（機構供給型） コソダ セタイ ム チイキ ユウリョウ チンタイ ジュウタク キコウ キョウキュウ ガタ				総所得金額等、合計所得金額 ソウショトク キンガク トウ ゴウケイ ショトク キンガク		対象要件 タイショウ ヨウケン		国土
交通省		特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律 トクテイ ユウリョウ チンタイ ジュウタク キョウキュウ ソクシン カン ホウリツ		　都市再生機構が、子育て世帯や新婚世帯に賃貸住宅を供給する場合、国は低所得の入居者の家賃の減額に係る費用を補助することができる。
　国の補助に当たっては、入居者及び同居者の過去1年間における所得税法により算出した所得金額の合計から基礎控除を除く人的控除を控除した額を12で除した金得が25.9万円以下であることが要件。 テイショトク クニ ホジョ ア マン								○		検討中 ケントウチュウ		〔公営住宅の方針を踏まえて検討） コウエイ ジュウタク ホウシン フ ケントウ						検討中 ケントウチュウ		〔公営住宅の方針を踏まえて検討） コウエイ ジュウタク ホウシン フ ケントウ				見直し予定 ミナオ ヨテイ		今年中に省令を改正し、令和３年１月１日に施行予定。

								37		　都市再生機構が行う建替事業等に係る家賃の減額措置 トシ サイセイ キコウ オコナ タテカエ ジギョウ トウ カカ ヤチン ゲンガク ソチ				総所得金額等、合計所得金額 ソウショトク キンガク トウ ゴウケイ ショトク キンガク		対象要件 タイショウ ヨウケン		国土
交通省		独立行政法人都市再生機構賃貸住宅建替事業等家賃対策補助金交付要綱 ドクリツ ギョウセイ ホウジン トシ サイセイ キコウ チンタイ ジュウタク		　都市再生機構の賃貸住宅の建替え等に伴い、建替後住宅の家賃の額が従前住宅の家賃の額を超える場合、国は低所得の入居者の家賃の減額に係る費用の全部を機構に対し補助することができる。
　国の補助に当たっては、入居者及び同居者の過去1年間における所得税法により算出した所得金額の合計から基礎控除を除く人的控除を控除した額を12で除した金得が15.8万円以下であることが要件。 テイショトク ニュウキョシャ ヤチン カカ クニ ホジョ ア								○		検討中 ケントウチュウ		〔公営住宅の方針を踏まえて検討） コウエイ ジュウタク ホウシン フ ケントウ						検討中 ケントウチュウ		〔公営住宅の方針を踏まえて検討） コウエイ ジュウタク ホウシン フ ケントウ				見直し予定 ミナオ ヨテイ		今年中に政令を改正し、令和３年１月１日に施行予定。

								38		　特定施策賃貸住宅活用近居促進事業				総所得金額等、合計所得金額 ソウショトク キンガク トウ ゴウケイ ショトク キンガク		対象要件 タイショウ ヨウケン		国土
交通省		特定施策賃貸住宅活用近居促進事業補助金交付要綱		　都市再生機構が近居促進事業を行う場合、国は低所得世帯について家賃減額に係る費用を補助することができる。
　国の補助に当たっては、入居者及び同居者の過去1年間における所得税法により算出した所得金額の合計から基礎控除を除く人的控除を控除した額を12で除した金得が25.9万円以下であることが要件。 テイショトク クニ ホジョ ア								○		検討中 ケントウチュウ		〔公営住宅の方針を踏まえて検討） コウエイ ジュウタク ホウシン フ ケントウ						検討中 ケントウチュウ		〔公営住宅の方針を踏まえて検討） コウエイ ジュウタク ホウシン フ ケントウ				見直し予定 ミナオ ヨテイ		今年中に政令を改正し、令和３年１月１日に施行予定。

				住宅確保要配慮者専用賃貸住宅 ジュウタク カクホ ヨウ ハイリョ シャ センヨウ チンタイ ジュウタク		14		39		　住宅確保要配慮者の要件 ジュウタク カクホ ヨウ ハイリョ シャ ヨウケン				総所得金額等、合計所得金額 ソウショトク キンガク トウ ゴウケイ ショトク キンガク		対象者の判定 タイショウシャ ハンテイ		国土
交通省		住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律 ジュウタク カクホ ヨウ ハイリョ シャ タイ チンタイ ジュウタク キョウキュウ ソクシン カン ホウリツ		　収入（本人及び同居者の過去１年間における所得税法の規定により算出した所得金額の合計から基礎控除を除く人的控除を控除した額を12で除した金額）15.8万円以下であることが要件 シュウニュウ ホンニン マンエン イカ ヨウケン								○		見直し予定 ミナオ ヨテイ		H32.1まで		省令改正 ショウレイ カイセイ				見直し予定 ミナオ ヨテイ		令和2年1月まで レイワ ネン ガツ				見直し予定 ミナオ ヨテイ		今年中に省令を改正し、令和３年１月１日に施行予定。

								40		　住宅確保要配慮者専用賃貸住宅改修事業
　（国が地方公共団体と共に事業者へ補助を行う場合） ジュウタク カクホ ヨウ ハイリョ シャ センヨウ チンタイ ジュウタク カイシュウ ジギョウ クニ チホウ コウキョウ ダンタイ トモ ジギョウシャ ホジョ オコナ バアイ				総所得金額等、合計所得金額 ソウショトク キンガク トウ ゴウケイ ショトク キンガク		対象要件 タイショウ ヨウケン		国土
交通省		住宅確保要配慮者専用賃貸住宅改修事業対象要綱 ジュウタク カクホ ヨウ ハイリョ シャ センヨウ チンタイ ジュウタク カイシュウ ジギョウ タイショウ ヨウコウ		　住宅確保要配慮者専用賃貸住宅改修事業の補助（国・地方）は、対象住戸の入居者資格を収入（入居者及び同居者の過去１年間における所得税法の規定により算出した所得金額の合計から基礎控除を除く人的控除を控除した額を12で除した金額）38.7万円以下とされていることが要件。 ジュウタク カクホ ヨウ ハイリョ シャ センヨウ チンタイ ジュウタク カイシュウ ジギョウ ホジョ クニ チホウ タイショウ ジュウコ ニュウキョ シャ シカク シュウニュウ マンエン イカ ヨウケン								○		検討中 ケントウチュウ		〔公営住宅の方針を踏まえて検討） コウエイ ジュウタク ホウシン フ ケントウ						検討中 ケントウチュウ		〔公営住宅の方針を踏まえて検討） コウエイ ジュウタク ホウシン フ ケントウ				見直し予定 ミナオ ヨテイ		今年中に政令を改正し、令和３年１月１日に施行予定。

								41		　住宅確保要配慮者専用賃貸住宅改修事業
　（国が事業者へ直接補助を行う場合） ジュウタク カクホ ヨウ ハイリョ シャ センヨウ チンタイ ジュウタク カイシュウ ジギョウ クニ ジギョウシャ チョクセツ ホジョ オコナ バアイ				総所得金額等、合計所得金額 ソウショトク キンガク トウ ゴウケイ ショトク キンガク		対象要件 タイショウ ヨウケン		国土
交通省		スマートウェルネス住宅等推進事業補助金交付要綱 ジュウタク トウ スイシン ジギョウ ホジョキン コウフ ヨウコウ		　住宅確保要配慮者専用賃貸住宅改修事業の補助（国が直接）は、対象住戸の入居者資格を収入（入居者及び同居者の過去１年間における所得税法の規定により算出した所得金額の合計から基礎控除を除く人的控除を控除した額を12で除した金額）15.8万円以下とされていることが要件。 ジュウタク カクホ ヨウ ハイリョ シャ センヨウ チンタイ ジュウタク カイシュウ ジギョウ ホジョ クニ チョクセツ タイショウ ジュウコ ニュウキョシャ シカク シュウニュウ ニュウキョシャ オヨ ショトク ゼイホウ キテイ サンシュツ ショトク キンガク ゴウケイ コウジョ ガク ジョ キンガク マンエン イカ ヨウケン								○		検討中 ケントウチュウ		（住宅確保配所者の要件の方針を踏まえて検討） ジュウタク カクホ ハイショ シャ ヨウケン ホウシン フ ケントウ						検討中 ケントウチュウ		（住宅確保配所者の要件の方針を踏まえて検討） ジュウタク カクホ ハイショ シャ ヨウケン ホウシン フ ケントウ				影響なし エイキョウ		改正セーフティネット法の施行を受けた改正により、要綱において、要件として「収入」を規定するのではなく、セーフティネット法の定義を引用することとし、直接的に「収入」の語を定義しなくなったため、特段の対応はなし。

								42		　住宅確保要配慮者専用賃貸住宅の家賃減額措置 ジュウタク カクホ ヨウ ハイリョ シャ センヨウ チンタイ ジュウタク ヤチン ゲンガク ソチ				総所得金額等、合計所得金額 ソウショトク キンガク トウ ゴウケイ ショトク キンガク		対象要件 タイショウ ヨウケン		国土
交通省		公的賃貸住宅家賃対策調整補助金交付要綱 コウテキ チンタイ ジュウタク ヤチン タイサク チョウセイ ホジョキン コウフ ヨウコウ		　住宅確保要配慮者専用賃貸住宅の入居者のうち、所得（入居者及び同居者の過去１年間における所得税法の規定により算出した所得金額の合計から基礎控除を除く人的控除を控除した額を12で除した金額）が15.8万円以下の者に対して、家賃に係る補助。 ジュウタク カクホ ヨウ ハイリョ シャ センヨウ チンタイ ジュウタク ニュウキョシャ ショトク マンエン イカ シャ タイ ヤチン カカ ホジョ								○		検討中 ケントウチュウ		〔公営住宅の方針を踏まえて検討） コウエイ ジュウタク ホウシン フ ケントウ						検討中 ケントウチュウ		〔公営住宅の方針を踏まえて検討） コウエイ ジュウタク ホウシン フ ケントウ				見直し予定 ミナオ ヨテイ		今年中に政令を改正し、令和３年１月１日に施行予定。

		②総所得金額等
（基礎控除後） ソウショトク キンガク トウ キソ コウジョゴ		国民健康保険 コクミン ケンコウ ホケン		15		43		国民健康保険
（保険料所得割額） コクミン ケンコウ ホケン ショトクワリガク				　・総所得金額－基礎控除		保険料の額 ホケンリョウ ガク		厚生
労働省 コウセイ ロウドウショウ		国民健康保険法 コクミン ケンコウ ホケンホウ		・基礎控除後の総所得金額により所得割額を算定 キソ コウジョゴ ソウショトク キンガク ショトクワリガク サンテイ						○				検討中 ケントウチュウ		H32		検討中 ケントウチュウ				影響なし エイキョウ						影響なし エイキョウ

								44		国民健康保険（自己負担割合） コクミン ケンコウ ホケン ジコ フタン ワリアイ				　・課税総所得金額等
　・収入
　・総所得金額－基礎控除
　・合計所得金額 カゼイ ソウショトク キンガク トウ シュウニュウ ソウショトク キンガク キソ コウジョ ゴウケイ ショトク キンガク		負担割合の算出 フタン ワリアイ サンシュツ		厚生
労働省 コウセイ ロウドウショウ		国民健康保険法 コクミン ケンコウ ホケンホウ		世帯の課税総所得金額、収入又は基礎控除後の総所得金額が一定以上の高齢者については一部負担を２割から３割へ増額 セタイ カゼイ ソウショトク キンガク シュウニュウ マタ キソ コウジョ ゴ ソウショトク キンガク イッテイ イジョウ コウレイシャ イチブ フタン ワリ ワリ ゾウガク						○				検討中 ケントウチュウ		H31		検討中 ケントウチュウ				影響なし エイキョウ						見直し済み ミナオ ス		政令改正
（令和２年９月４日公布） セイレイ カイセイ

				後期高齢者
医療制度 コウキ コウレイシャ イリョウ セイド		16		45		後期高齢者医療保険
（保険料所得割額） ホケン				　・総所得金額－基礎控除		保険料の額 ホケンリョウ ガク		厚生
労働省 コウセイ ロウドウショウ		高齢者の医療の確保に関する法律 コウレイシャ イリョウ カクホ カン ホウリツ		・基礎控除後の総所得金額により所得割額を算定 キソ コウジョゴ ソウショトク キンガク ショトクワリガク サンテイ						○				検討中 ケントウチュウ								影響なし エイキョウ						影響なし エイキョウ

								46		後期高齢者医療保険
（自己負担割合） コウキ コウレイシャ イリョウ ジコ フタン ワリアイ				　・課税総所得金額等
　・収入
　・総所得金額－基礎控除
　・合計所得金額 カゼイ ソウショトク キンガク トウ シュウニュウ ソウショトク キンガク キソ コウジョ ゴウケイ ショトク キンガク		負担割合の算出 フタン ワリアイ サンシュツ		厚生
労働省 コウセイ ロウドウショウ		高齢者の医療の確保に関する法律 コウレイシャ イリョウ カクホ カン ホウリツ		世帯の課税総所得金額、収入又は基礎控除後の総所得金額が一定以上の高齢者については一部負担を１割から３割へ増額 セタイ カゼイ ソウショトク キンガク シュウニュウ マタ キソ コウジョ ゴ ソウショトク キンガク イッテイ イジョウ コウレイシャ イチブ フタン ワリ ワリ ゾウガク						○				検討中 ケントウチュウ								影響なし エイキョウ						見直し済み ミナオ ス		政令改正
（令和２年９月４日公布） セイレイ カイセイ

		③課税総所得金額 カゼイ ソウショトク キンガク		恩給 オンキュウ		17		47		　恩給 オンキュウ				課税総所得金額 カゼイ ソウショトク キンガク		給付額の算出 キュウフガク サンシュツ		総務省 ソウムショウ		恩給法 オンキュウ ホウ		　普通恩給受給者について、
・恩給年額が170万円以上かつ、
・前年の恩給外所得（課税総所得金額）が700万円超
である場合は、前年の恩給外所得の金額に応じ、恩給の額が一部減額（恩給年額の5割を限度、最低保障額170万円）される。 フツウ オンキュウ ジュキュウシャ ゼンネン バアイ ゼンネン ガク イチブ ゲンガク オンキュウ ネンガク ワリ ゲンド サイテイ ホショウ ガク マンエン								○		影響なし エイキョウ								影響なし エイキョウ						影響なし エイキョウ

				国会議員互助年金 コッカイ ギイン ゴジョ ネンキン		18		48		　国会議員互助年金 コッカイ ギイン ゴジョ ネンキン				課税総所得金額 カゼイ ソウショトク キンガク		給付額の算出 キュウフガク サンシュツ		総務省 ソウムショウ		国会議員互助年金法を廃止する法律 コッカイ ギイン ゴジョ ネンキン ホウ ハイシ ホウリツ		　国会議員互助年金の普通退職年金受給者について、普通退職年金の年額と、前年における互助年金以外の所得（課税総所得金額）の合計が700万円を超えるときは、普通退職金の一部又は全部が支給停止となる。 コッカイ ギイン ゴジョ ネンキン フツウ タイショク ネンキン ジュキュウシャ フツウ タイショク ネンキン ネンガク ゼンネン ゴジョ ネンキン イガイ ショトク カゼイ ソウショトク キンガク ゴウケイ マンエン コ フツウ タイショクキン イチブ マタ ゼンブ シキュウ テイシ								○		影響なし エイキョウ								影響なし エイキョウ						影響なし エイキョウ

		④所得割額 ショトクワリガク		　すまい給付金 キュウフキン		19		49		すまい給付金 キュウフキン				道府県民税所得割額 ドウフケン ミン ゼイ ショトクワリ ガク		給付額の算出 キュウフガク サンシュツ		国土
交通省		住宅取得等に係る給付措置について（閣議決定） カクギ ケッテイ		所得割額を元に、給付額の上限を設定している。						○				影響なし エイキョウ								影響なし エイキョウ						影響なし エイキョウ

				子ども・子育て
支援制度 コ コソダ シエン セイド		20		50		保育料 ホイクリョウ				市町村民税所得割額
市町村民税所得割非課税
市町村民税非課税 シチョウソンミンゼイ ショトクワリ ガク シチョウソン ミン ゼイ ショトクワリ ヒカゼイ シチョウソンミンゼイ ヒカゼイ		保育料の算出 ホイクリョウ サンシュツ		内閣府 ナイカクフ		子ども・子育て支援法 コ コソダ シエンホウ		所得割額等に応じて保育料の基準額を設定（所得割額は幼稚園の場合のみ。） ショトク ワリ ガク トウ オウ ホイクリョウ キジュンガク セッテイ ショトクワリガク ヨウチエン バアイ						○				影響なし エイキョウ								影響なし エイキョウ						影響なし エイキョウ

								51		病児・病後児保育の利用料の免除				市町村民税非課税世帯 シチョウソン ミン ゼイ ヒカゼイ セタイ		市町村への補助額の算出 シチョウソン ホジョ ガク サンシュツ		厚生
労働省 コウセイ ロウドウショウ		子ども・子育て支援交付金交付要綱		市町村等において定める病児・病後児保育の利用料について生活保護受給世帯や、市区町村民税非課税世帯が利用した場合には、利用人員に応じ、市町村へ補助を行う。（低所得者減免分加算）						○				検討中 ケントウチュウ		未定 ミテイ		検討中 ケントウチュウ				影響なし エイキョウ						影響なし エイキョウ

				肝炎医療費 カンエン イリョウ ヒ		21		52		肝炎治療費
重症化予防推進事業 カンエン チリョウ ヒ ジュウショウカ ヨボウ スイシン ジギョウ				・市町村民税所得割額
・市町村民税非課税 シチョウソンミンゼイ シチョウソンミンゼイ ヒカゼイ		自己負担上限額の算出 ジコ フタン ジョウゲンガク サンシュツ		厚生
労働省 コウセイ ロウドウショウ		感染症対策特別促進事業について（通知）
ウイルス性肝炎患者等の重傷化予防推進事業の実施について（通知） カンセンショウ タイサク トクベツ ソクシン ジギョウ ツウチ セイ カンエン カンジャ トウ ジュウショウ カ ヨボウ スイシン ジギョウ ジッシ		肝炎の治療に係る医療費及び定期検査に係る費用について所得割額に応じて助成
・医療費　世帯の市町村民税所得割23万5000円以上：2万円、同額以下：1万円
・定期検査　世帯の市町村民税所得割23万5000円未満：2000円、市町村民税非課税：０円 カンエン チリョウ カカ イリョウヒ オヨ テイキ ケンサ カカ ヒヨウ ショトク ワリ ガク オウ ジョセイ イリョウヒ セタイ シチョウソンミンゼイ ショトクワリ マン エン イジョウ マンエン ドウガク イカ マンエン テイキ ケンサ ミマン シチョウソンミンゼイ ヒカゼイ エン						○				影響なし エイキョウ								影響なし エイキョウ						影響なし エイキョウ

				感染症法第３７条に基づく入院医療費		22		53		感染症法第３７条に基づく入院医療費				・市町村民税所得割額 シチョウソンミンゼイ ショトクワリ ガク		自己負担割合の算出 ジコ フタン ワリアイ サンシュツ		厚生
労働省 コウセイ ロウドウショウ		感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律		感染症患者入院医療費の支給にあたっては、当該患者並びに患者とその配偶者及び当該患者と生計を一にする絶対的扶養義務者の入院のあった月の属する年度（当該入院のあった月が４月から６月までの場合にあっては、前年度）分の地方税市町村民税所得割の額を合算した額が一定の基準（56.4万円）を超えると２万円を上限として自己負担額を設けている。						○												影響なし エイキョウ						影響なし エイキョウ

				精神障害者の措置入院に係る自己負担 セイシン ショウガイシャ ソチニュウイン カカ ジコ フタン		23		54		精神障害者の措置入院に係る自己負担				・市町村民税所得割額 シチョウソンミンゼイ ショトクワリ ガク		自己負担割合の算出 ジコ フタン ワリアイ サンシュツ		厚生
労働省 コウセイ ロウドウショウ		令和元年5月23日付事務連絡（厚生労働省発障0523第1号） レイワ ガンネン ガツ ニチヅケ ジム レンラク コウセイ ロウドウショウ ハツ ショウ ダイ ゴウ		措置入院患者の医療費の自己負担については、当該患者並びにその配偶者及び当該患者と生計を一にする絶対的扶養義務者の入院のあった月の属する年度（当該入院のあった月が4月から6月までの場合にあっては、前年度）の地方税法の規定による市町村民税の同法第292条第1項第2号に掲げる所得割の額を合算した額が56万4千円を超える場合において、最大で月額２万円を徴収することができることとなっている。						○												影響なし エイキョウ						影響なし エイキョウ

				高等学校就学
支援金制度 コウトウ ガッコウ シュウガク シエン キン セイド		24		55		高等学校等就学支援金制度				・道府県民税所得割額
・市町村民税所得割額
・道府県民税所得割非課税
・市町村民税所得割非課税 ドウフケン ミン ゼイ ショトク ワリ ガク シチョウソンミンゼイ ショトクワリ ガク ドウフケン ミン ゼイ ショトク ワリ ヒカゼイ シチョウソン ミン ゼイ ショトクワリ ヒカゼイ		受給資格の有無
給付額の算出 ジュキュウ シカク ウム キュウフガク サンシュツ		文部
科学省 モンブ カガクショウ		高等学校等就学支援金の支給に関する法律		就学支援金の給付額は、保護者等の所得割額により段階的に決定

　50万7000円（支給額0円）
　25万7500円～50万7000円
　8万5500円～25万7500円
　0円～ 8万5500円
　0円
の５段階。 キュウフ ガク ホゴシャ トウ ショトク ワリ ガク ダンカイテキ ケッテイ マン エン シキュウガク エン マン エン マン エン マン エン マン エン エン マン エン エン ダンカイ						○				見直し予定 ミナオ ヨテイ		H32		政令改正 セイレイ カイセイ				見直し予定 ミナオ ヨテイ		令和2年度 レイワ ネンド				見直し済み ミナオ ス		令和2年度要項改正 レイワ ネンド ヨウコウ カイセイ

				高等学校等
修学支援事業費補助金 コウトウ ガッコウ トウ シュウガク シエン ジギョウ ヒ ホジョキン		25		56		高等学校等修学支援事業費補助金 シュウガク シエン ジギョウヒ ホジョキン				・市町村民税所得割額
・市町村民税所得割非課税 シチョウソンミンゼイ ショトクワリ ガク シチョウソン ミン ゼイ ショトクワリ ヒカゼイ		受給資格の有無
給付額の算出 ジュキュウ シカク ウム キュウフガク サンシュツ		文部
科学省 モンブ カガクショウ		高等学校等修学支援事業費補助金（奨学のための給付金）の取扱いについて（通知）等 ショウガク キュウフキン トリアツカ ツウチ トウ		家計急変世帯、学び直し、在外教育施設高等部の生徒への支援事業費補助金の給付額は、所得割額により段階的に決定

　50万7000円（支給額0円）
　25万7500円～50万7000円
　8万5500円～25万7500円
　0円～ 8万5500円
　0円
の５段階。
※家計急変世帯に関しては年収見込額を使用。 カケイ キュウヘン セタイ マナ ナオ ザイガイ キョウイク シセツ コウトウ ブ セイト シエン ジギョウヒ ホジョキン キュウフ ガク ショトクワリガク ダンカイ テキ ケッテイ エン ダンカイ カケイ キュウヘン セタイ カン ネンシュウ ミコミガク シヨウ						○				見直し予定
※除家計急変世帯への支援 ミナオ ヨテイ ノゾ カケイ キュウヘン セタイ シエン		H33		補助要綱改正 ホジョ ヨウコウ カイセイ				見直し予定 ミナオ ヨテイ		令和3年度 レイワ ネンド				見直し済み ミナオ ス		令和2年度要項改正 レイワ ネンド ヨウコウ カイセイ

				私立中学校等
修学支援実証事業 シリツ チュウガッコウ トウ シュウガク シエン ジッショウ ジギョウ		26		57		私立中学校等修学支援実証事業				総所得金額－所得控除額 ソウショトク キンガク ショトク コウジョ ガク		受給資格の有無 ジュキュウ シカク ウム		文部
科学省 モンブ カガクショウ		私立中学校等修学支援実証事業費補助金交付要綱		所得金額（源泉分離課税の対象となる所得も含む）の合計から人的控除等の所得控除額合計を減じた額が140万円以上の者に対しては、補助金が給付されない。（判定基準の見直しを検討中） ショトク キンガク ゲンセン ブンリ カゼイ タイショウ ショトク フク ゴウケイ ジンテキ コウジョトウ ショトク コウジョ ガク ゴウケイ ゲン ガク マンエン イジョウ シャ タイ ホジョキン キュウフ ハンテイ キジュン ミナオ ケントウチュウ						○				影響なし エイキョウ								影響なし エイキョウ						影響なし エイキョウ

				私立幼稚園就園奨励費補助 シリツ ヨウチエン シュウエン ショウレイ ヒ ホジョ		27		58		私立幼稚園就園奨励費補助 シリツ ヨウチエン シュウエン ショウレイ ヒ ホジョ				・市町村民税所得割額
・市町村民税非課税 シチョウソンミンゼイ シチョウソンミンゼイ ヒカゼイ		給付額の算出 キュウフ ガク サンシュツ		文部
科学省 モンブ カガクショウ		幼稚園就園奨励費補助金交付要綱		私立幼稚園に在園している園児がいる世帯に対して保育料等を軽減。
所得割額、市町村民税非課税を基準に額を算定。 シリツ ヨウチエン ザイエン エンジ セタイ タイ ホイクリョウ トウ ケイゲン ショトクワリガク シチョウソンミンゼイ ヒカゼイ キジュン ガク サンテイ						○				影響なし エイキョウ								影響なし エイキョウ						－

		⑤所得割非課税		高校生等奨学給付金 コウコウセイ トウ ショウガク キュウフキン		28		59		高校生等奨学給付金				・道府県民税所得割非課税世帯
・市町村民税所得割非課税世帯 ドウフケン ミン ゼイ ショトク ワリ ヒカゼイ セタイ シチョウソンミンゼイ ショトクワリ ヒカゼイ セタイ		受給資格の有無 ジュキュウ シカク ウム		文部
科学省 モンブ カガクショウ				都道府県が行う高等学校等に係る奨学のための給付金事業に対して、国がその経費の一部を補助する。国の補助基準は下記のとおり。
○生活保護受給世帯【全日制等・通信制】
　国立・公立高等学校等に在学する者：年額3万2,300円
　私立高等学校等に在学する者：年額5万2,600円
○非課税世帯【全日制等】（第一子）
　国立・公立高等学校等に在学する者：年額8万2,700円
　私立高等学校等に在学する者：年額9万8,500円
○非課税世帯【全日制等】（第二子以降）
　国立・公立高等学校等に在学する者：年額12万9,700円
　私立高等学校等に在学する者：年額13万8,000円
○非課税世帯【通信制】
　国立・公立高等学校等に在学する者：年額3万6,500円
　私立高等学校等に在学する者：年額3万8,100円						○				影響なし エイキョウ								影響なし エイキョウ						影響なし エイキョウ

				専門学校生への
経済的支援 センモン ガッコウ セイ ケイザイテキ シエン		29		60		専門学校生への経済的支援				市町村民税所得割額非課税世帯 シチョウソンミンゼイ ショトクワリ ガク ヒカゼイ セタイ		受給資格の有無 ジュキュウ シカク ウム		文部
科学省 モンブ カガクショウ				次に掲げるいずれかの世帯の生徒に支給
①生活保護世帯の生徒
②市町村民税所得割非課税世帯の生徒
③所得税非課税世帯の生徒
④保護者等の倒産、失職などにより家計の急変した世帯の生徒 シキュウ						○		○		影響なし エイキョウ								影響なし エイキョウ						影響なし エイキョウ

				給付型奨学金
（令和元年度以前採用者） キュウフガタ ショウガクキン		30		61		給付型奨学金
（令和元年度以前採用者）				市町村民税所得割額非課税世帯 シチョウソンミンゼイ ショトクワリ ガク ヒカゼイ セタイ		受給資格の有無 ジュキュウ シカク ウム		文部
科学省 モンブ カガクショウ		独立行政法人日本学生支援機構 業務方法書		住民税非課税世帯又は社会的養護を必要とする者に対して奨学金を給付
（令和3年度から新たな給付型奨学金制度に移行するため今後当該方法は判定に用いられない。） ジュウミンゼイ ヒカゼイ セタイ マタ シャカイテキ ヨウゴ ヒツヨウ モノ タイ ショウガクキン キュウフ レイワ ネンド アラ キュウフガタ ショウガクキン セイド イコウ コンゴ トウガイ ホウホウ ハンテイ モチ						○				影響なし エイキョウ								影響なし エイキョウ						-

				児童福祉 ジドウ フクシ		31		62		児童入所施設措置費等国庫負担金 ジドウ ニュウショ シセツ ソチ ヒ トウ コッコ フタンキン				・市町村民税所得割額非課税
・市町村民税非課税
・所得税額 ヒカゼイ ショトクゼイ ガク		自己負担額の算出 ジコ フタン ガク サンシュツ		厚生
労働省 コウセイ ロウドウショウ		児童福祉法 ジドウ フクシ ホウ		　各措置事務に係る利用者負担については、所得額等に応じた世帯の階層区分ごとに徴収基準額を定めている。
　階層の分類にあたり、Ａ階層（生活保護法による非保護世帯等）、Ｂ階層（市町村民税非課税世帯）、Ｃ階層（①均等割の額のみの世帯（所得割の額のない世帯）、②所得割の額のある世帯）、Ｄ階層（所得税課税世帯：所得税の額ごと）に区分している。 カク ソチ ジム カカ						○		○		影響なし エイキョウ								影響なし エイキョウ						影響なし エイキョウ

								63		療養の給付 リョウヨウ キュウフ				・市町村民税所得割額非課税
・市町村民税非課税
・所得税額 ヒカゼイ ショトクゼイ ガク		自己負担額の算出 ジコ フタン ガク サンシュツ		厚生
労働省 コウセイ ロウドウショウ		児童福祉法 ジドウ フクシ ホウ		　各措置事務に係る利用者負担については、所得額等に応じた世帯の階層区分ごとに徴収基準額を定めている。
　階層の分類にあたり、Ａ階層（生活保護法による非保護世帯等）、Ｂ階層（市町村民税非課税世帯）、Ｃ階層（①均等割の額のみの世帯（所得割の額のない世帯）、②所得割の額のある世帯）、Ｄ階層（所得税課税世帯：所得税の額ごと）に区分している。 カク ソチ ジム カカ						○		○		検討中 ケントウチュウ		H33.4まで		要綱改正等 ヨウコウ カイセイ トウ				影響なし エイキョウ						影響なし エイキョウ

								64		助産の実施 ジョサン ジッシ				・市町村民税所得割額非課税
・市町村民税非課税
・所得税額 ヒカゼイ ショトクゼイ ガク		自己負担額の算出 ジコ フタン ガク サンシュツ		厚生
労働省 コウセイ ロウドウショウ		児童福祉法 ジドウ フクシ ホウ		　各措置事務に係る利用者負担については、所得額等に応じた世帯の階層区分ごとに徴収基準額を定めている。
　階層の分類にあたり、Ａ階層（生活保護法による非保護世帯等）、Ｂ階層（市町村民税非課税世帯）、Ｃ階層（①均等割の額のみの世帯（所得割の額のない世帯）、②所得割の額のある世帯）、Ｄ階層（所得税課税世帯：所得税の額ごと）に区分している。 カク ソチ ジム カカ						○		○		検討中 ケントウチュウ		H33.4まで		要綱改正等 ヨウコウ カイセイ トウ				影響なし エイキョウ						-

				未熟児養育医療費
等国庫負担金 ミジュクジ ヨウイク トウ コッコ フタンキン		32		65		未熟児養育への医療費給付 ミジュクジ ヨウイク イリョウ ヒ キュウフ				・市町村民税所得割額非課税
・市町村民税非課税
・所得税額 ヒカゼイ ショトクゼイ ガク		自己負担額の算出 ジコ フタン ガク サンシュツ		厚生
労働省 コウセイ ロウドウショウ		母子保健法 ボシ ホケン ホウ		　未熟児養育医療の利用者負担については、所得額等に応じた世帯の階層区分ごとに徴収基準額を定めている。
　階層の分類にあたり、Ａ階層（生活保護法による非保護世帯等）、Ｂ階層（市町村民税非課税世帯）、Ｃ階層（①均等割の額のみの世帯（所得割の額のない世帯）、②所得割の額のある世帯）、Ｄ階層（所得税課税世帯：所得税の額ごと）に区分している。 ミジュクジ ヨウイク イリョウ						○		○		検討中 ケントウチュウ		H33.4まで		要綱改正等 ヨウコウ カイセイ トウ				影響なし エイキョウ						影響なし エイキョウ

				養護老人ホームの
入所措置費用 ヨウゴ ロウジン ニュウショ ソチ ヒヨウ		33		66		養護老人ホームの扶養義務者負担 ヨウゴ ロウジン フヨウ ギム シャ フタン				・市町村民税所得割額非課税
・市町村民税非課税
・所得税額 ヒカゼイ ショトクゼイ ガク		自己負担額の算出 ジコ フタン ガク サンシュツ		厚生
労働省 コウセイ ロウドウショウ		老人福祉法第11条の規定による措置事務の実施に係る指針について（平成18年老健局通知） ロウジン フクシ ホウ ダイ ジョウ キテイ ソチ ジム ジッシ カカ シシン ヘイセイ ネン ロウケンキョク ツウチ		　養護老人ホームの被措置者の扶養義務者の負担については、所得額等に応じた世帯の階層区分ごとに徴収基準額を定めている。
　階層の分類にあたり、Ａ階層（生活保護法による非保護世帯等）、Ｂ階層（市町村民税非課税世帯）、Ｃ階層（①均等割の額のみの世帯（所得割の額のない世帯）、②所得割の額のある世帯）、Ｄ階層（所得税課税世帯：所得税の額ごと）に区分している。 ヨウゴ ロウジン ヒ ソチ シャ フヨウ ギム シャ						○		○		影響なし エイキョウ								影響なし エイキョウ						影響なし エイキョウ

		⑤所得割非課税		養護老人ホームの入所要件（入所要件の判定） ヨウゴ ロウジン ニュウショ ヨウケン ニュウショ ヨウケン ハンテイ		34		67		養護老人ホームの入所要件（入所要件の判定） ヨウゴ ロウジン ニュウショ ヨウケン ニュウショ ヨウケン ハンテイ				・市町村民税所得割額非課税 シチョウソンミンゼイ ショトクワリ ガク ヒカゼイ		入所要件の判定 ニュウショ ヨウケン ハンテイ		厚生
労働省 コウセイ ロウドウショウ		老人福祉法施行令第6条 ロウジン フクシホウ セコウレイ ダイ ジョウ		市町村民税所得割額がないことを入所要件の判定に使用。 シチョウソンミンゼイ ショトクワリ ガク ニュウショ ヨウケン ハンテイ シヨウ						○												影響なし エイキョウ						影響なし エイキョウ

				社会福祉法人等による利用者負担軽減制度 シャカイ フクシ ホウジン トウ リヨウシャ フタン ケイゲン セイド		35		68		社会福祉法人等による利用者負担軽減制度				・市町村民税非課税 シチョウソンミンゼイ ヒカゼイ		負担軽減の対象か否か野判定 フタン ケイゲン タイショウ イナ ノ ハンテイ		厚生
労働省 コウセイ ロウドウショウ		平成12年5月1日付老発474 ヘイセイ ネン ガツ ニチヅケ ロウ ハツ		市町村民税世帯非課税であって、以下の要件の全てを満たす者のうち、その者の収入や世帯の状況、利用者負担等を総合的に勘案し、生計が困難な者として市町村が認めた者及び生活保護受給者とする。
①年間収入が単身世帯で150万円、世帯員が一人増えるごとに50万円を加算した額以下であること。
②預貯金等の額が単身世帯で350万円、世帯員が一人増えるごとに100万円を加算した額以下であること。
③日常生活に供する資産以外に活用できる資産がないこと。
④負担能力のある親族等に扶養されていないこと。
⑤介護保険料を滞納していないこと。						○												影響なし エイキョウ						影響なし エイキョウ

				独立行政法人自動車事故対策機構による生活資金の貸付け		36		69		独立行政法人自動車事故対策機構による生活資金の貸付け				・市町村民税所得割額非課税
・市町村民税非課税
・所得税非課税 ヒカゼイ ショトクゼイ ヒカゼイ		貸付対象保護者の範囲 カシツケ タイショウ ホゴシャ ハンイ		国土交通省 コクド コウツウショウ		独立行政法人自動車事故対策機構生活資金貸付業務実施要領		※貸付対象保護者の範囲（生活困窮状況）
①生活保護受給者
②生活保護法も要保護者
③所得税を納付していない者
④市町村民税を納付していない者又は市町村民税の均等割のみ納付している者
⑤国民年金の保険料の納付を免除されている者
⑥児童扶養手当の支給を受けている者
⑦生活福祉資金の貸与を受けている者
⑧市町村教育委員会から就学援助を受けている者
⑨①から⑧までに掲げる者に準ずる生活状態にあると認められる者						○		○		影響なし エイキョウ								影響なし エイキョウ						影響なし エイキョウ

				拉致被害者等給付金		37		70		拉致被害者等給付金				市町村民税非課税 シチョウソンミンゼイ ヒカゼイ		延長資格の有無 エンチョウ シカク ウム		内閣府 ナイカク フ		北朝鮮当局によって拉致された被害者等の支援に関する法律施行規則		支給期限の延長（10年→15年)に係る対象者の要件として市町村民税の非課税者であることを判断基準に利用している。						○				影響なし エイキョウ								影響なし エイキョウ						影響なし エイキョウ

				日本放送協会
放送受信料 ニホン ホウソウ キョウカイ ホウソウ ジュシンリョウ		38		71		日本放送協会放送受信料免除				市町村民税非課税世帯 シチョウソンミンゼイ ヒカゼイ セタイ		免除適用の有無 メンジョ テキヨウ ウム		総務省 ソウムショウ		日本放送協会放送受信料免除基準 ニホン ホウソウ キョウカイ ホウソウ ジュシンリョウ メンジョ キジュン		市町村民税非課税世帯かつ世帯内に障害者がいる場合等には免除 シチョウソンミンゼイ ヒカゼイ セタイ セタイナイ ショウガイシャ バアイ トウ メンジョ						○				影響なし エイキョウ								影響なし エイキョウ						影響なし エイキョウ

				生活困窮者
自立支援 セイカツ コンキュウシャ ジリツ シエン		39		72		生活困窮者自立支援 セイカツ コンキュウシャ ジリツ シエン				均等割非課税限度額 キントウワリ ヒカゼイ ゲンドガク		受給資格等の有無 ジュキュウ シカク トウ ウム		厚生
労働省 コウセイ ロウドウショウ		生活困窮者自立支援法		収入が均等割非課税限度額の１/12を下回る者を住居確保給付金、就労準備支援事業等の対象とする。 シュウニュウ キントウワリ ヒカゼイ ゲンドガク シタマワ モノ シュウロウ ジュンビ シエン ジギョウ トウ タイショウ						○				影響なし エイキョウ								影響なし エイキョウ						影響なし エイキョウ

				特許料金等の減免措置		40		73		特許料金（特許料・審査請求料等）の減免措置 トッキョ リョウキン トッキョリョウ シンサ セイキュウ リョウナド ゲンメン ソチ				市町村民税非課税
所得税非課税 シチョウソン ミン ゼイ ヒカゼイ ショトクゼイ ヒカゼイ		減免適用の有無 ゲンメン テキヨウ ウム		特許庁 トッキョチョウ		特許法施行令
特許法等関係手数料令
実用新案法施行令 トッキョホウ セコウレイ ジツヨウ シンアン ホウ セコウレイ		特許関係手数料（特許料・審査請求料）又は実用新案関係手数料（技術評価の請求手数料・登録料）の減免の要件として、次のいずれかに該当。生活保護法の扶助を受けていること、市町村民税非課税、所得税非課税、その事業に対する事業税非課税、その事業を開始した日以後十年を経過していないこと。						○		○		影響なし エイキョウ								影響なし エイキョウ						影響なし エイキョウ

		⑦所得税額 ショトクゼイ ガク		感染症患者への
医療費給付等 カンセンショウ カンジャ イリョウヒ キュウフ トウ		41		74		感染症患者への医療費給付 カンセンショウ カンジャ イリョウヒ キュウフ				・所得税額 ショトクゼイ ガク		自己負担額の算出 ジコ フタン ガク サンシュツ		厚生
労働省 コウセイ ロウドウショウ		感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 カンセンショウ ヨボウ オヨ カンセンショウ カンジャ タイ イリョウ カン ホウリツ		　感染症患者の医療費の自己負担額については、本人、配偶者及び本人と生計を一にする絶対的扶養義務者の前年分の所得税額を合算した額が147万円を超える場合は最大２万円の自己負担額となる。（147万円以下の場合は自己負担なし。） イリョウヒ ジコ フタン ガク ホンニン ハイグウシャ オヨ ホンニン セイケイ イツ ゼッタイテキ フヨウ ギム シャ ゼンネン ブン ショトクゼイ ガク ガッサン ガク マンエン コ バアイ サイダイ マンエン ジコ フタン ガク マンエン イカ バアイ ジコ フタン								○		影響なし エイキョウ

								75		　麻薬中毒者の措置入院に係る医療費給付 カカ イリョウヒ キュウフ				所得税額 ショトクゼイ ガク		自己負担額の算出 ジコ フタン ガク サンシュツ		厚生
労働省 コウセイ ロウドウショウ		麻薬及び向精神薬取締法		　麻薬中毒者措置入院医療費の自己負担額については、本人、配偶者及び本人と生計を一にする絶対的扶養義務者の前年分の所得税額を合算した額が147万円を超える場合は最大２万円の自己負担額となる。（147万円以下の場合は自己負担なし。） マヤク チュウドク シャ ソチ								○		検討中 ケントウチュウ		検討中 ケントウチュウ		検討中 ケントウチュウ				検討中 ケントウチュウ		検討中 ケントウチュウ				検討中 ケントウチュウ		検討中 ケントウチュウ

								76		　精神障害者の措置入院に係る医療費給付 セイシン ショウガイシャ ソチ ニュウイン カカ イリョウヒ キュウフ				所得税額 ショトクゼイ ガク		自己負担額の算出 ジコ フタン ガク サンシュツ		厚生
労働省 コウセイ ロウドウショウ		厚生省通知189号 コウセイショウ ツウチ ゴウ		措置入院患者に係る医療費の自己負担額については、本人、配偶者及び本人と生計を一にする絶対的扶養義務者の前年分の所得税額を合算した額が147万円を超える場合は最大２万円の自己負担額となる。（147万円以下の場合は自己負担なし。） ソチ ニュウイン カンジャ カカ イリョウヒ ジコ フタン ガク ホンニン ハイグウシャ オヨ ホンニン セイケイ イツ ゼッタイテキ フヨウ ギム シャ ゼンネン ブン ショトクゼイ ガク ガッサン ガク マンエン コ バアイ サイダイ マンエン ジコ フタン ガク マンエン イカ バアイ ジコ フタン								○		検討中 ケントウチュウ		検討中 ケントウチュウ		検討中 ケントウチュウ				影響なし エイキョウ						影響なし エイキョウ

				原爆被爆者の訪問
介護利用料助成 ゲンバク ヒバクシャ ホウモン カイゴ リヨウリョウ ジョセイ		42		77		　原爆被爆者の訪問介護利用料助成 ゲンバク ヒバクシャ ホウモン カイゴ リヨウリョウ ジョセイ				所得税額 ショトクゼイ ガク		受給資格の有無 ジュキュウ シカク ウム		厚生
労働省 コウセイ ロウドウショウ		実施要領 ジッシ ヨウリョウ		被爆者が受ける訪問介護等サービスに係る費用の一部を負担するものに対する利用者負担軽減措置の対象となる被爆者は、その者の属する世帯の世帯主が所得税非課税である被爆者とする。 ヒバクシャ ウ ホウモン カイゴ トウ カカ ヒヨウ イチブ フタン タイ リヨウシャ フタン ケイゲン ソチ タイショウ ヒバクシャ シャ ゾク セタイ セタイヌシ ショトクゼイ ヒカゼイ ヒバクシャ								○		影響なし エイキョウ								影響なし エイキョウ						影響なし エイキョウ

				就職促進手当 シュウショク ソクシン テア		43		78		　就職促進手当 シュウショク ソクシン テア				所得税額 ショトクゼイ ガク		受給資格の有無 ジュキュウ シカク ウム		厚生
労働省 コウセイ ロウドウショウ		雇用対策法 コヨウ タイサク ホウ		公共職業安定所長が指示した公共職業能力開発施設の行う職業訓練を受けるために待期している期間における就職促進手当の支給にあたっては、その者の所得税額による制限（所得税額165,400円以下）が設けられている。 タイキ シャ ショトクゼイ ガク セイゲン モウ								○		影響なし エイキョウ								影響なし エイキョウ						影響なし エイキョウ

				中高齢失業者等
求職手帳 チュウコウレイ シツギョウシャ トウ キュウショク テチョウ		44		79		　中高齢失業者等求職手帳 チュウコウレイ シツギョウシャ トウ キュウショク テチョウ				所得税額 ショトクゼイ ガク		受給資格の有無 ジュキュウ シカク ウム		厚生
労働省 コウセイ ロウドウショウ		高年齢者等の雇用の安定等に関する法律 コウネンレイ シャ トウ コヨウ アンテイ トウ カン ホウリツ		中高年齢失業者等求職手帳の発給に当たっては、その者の所得金額による制限（その者の世帯構成による人的控除を適用した場合に所得税が課されないこととなる所得金額を基準として職業安定局長が定める額）が設けられている。 チュウコウネンレイ シツギョウシャ トウ キュウショク テチョウ ハッキュウ ア シャ ショトク キンガク セイゲン シャ セタイ コウセイ ジンテキ コウジョ テキヨウ バアイ ショトクゼイ カ ショトク キンガク キジュン ショクギョウ アンテイ キョクチョウ サダ ガク モウ								○		見直し予定 ミナオ ヨテイ		検討中 ケントウチュウ		検討中 ケントウチュウ				見直し予定 ミナオ ヨテイ		検討中 ケントウチュウ				見直し予定 ミナオ ヨテイ		検討中 ケントウチュウ

				労災保険 ロウサイ ホケン		45		80		長期家族介護者援護金 チョウキ カゾク カイゴ シャ エンゴ キン				所得税額 ショトクゼイ ガク		受給資格の
有無 ジュキュウ シカク ウム		厚生
労働省 コウセイ ロウドウショウ		長期家族介護者援護金の支給について（基発第199号平成7年4月3日、改正 基発第0331015号平成21年3月31日）		長期家族介護者援護金の支給対象者について、生活困窮者（所得税法の規定により所得税を納付しないこととなる者であって、その者を扶養する者がいないか、又はその者を扶養する者が所得税法の規定により所得税を納付しないこととなる者）としている。								○		影響なし エイキョウ								影響なし エイキョウ						影響なし エイキョウ

		⑧その他 タ		国民年金 コクミン ネンキン		46		81		　老齢年金生活者支援給付金【未施行】 ロウレイ ネンキン セイカツシャ シエン キュウフキン ミ セコウ				（地方税法に規定する合計所得金額、）公的年金等に係る雑所得の金額、公的年金等の収入金額 チホウゼイ ホウ キテイ ゴウケイ ショトク キンガク コウテキ ネンキン トウ カカ ザッショトク キンガク コウテキ ネンキン トウ シュウニュウ キンガク		受給資格の有無 ジュキュウ シカク ウム		厚生労働省		年金生活者支援給付金の支給に関する法律（未施行） ネンキン セイカツシャ シエン キュウフキン シキュウ カン ホウリツ ミ セコウ		公的年金収入＋その他所得金額の合計（合計所得金額から公的年金等に係る雑所得の金額を控除した金額）が一定額（老齢基礎年金満額）以下である者に対して支給。
【政令で規定予定】 コウテキ ネンキン シュウニュウ タ ショトク キンガク ゴウケイ ゴウケイ ショトク キンガク コウテキ ネンキン トウ カカ ザッショトク キンガク コウジョ キンガク イッテイ ガク ロウレイ キソ ネンキン マンガク イカ シャ タイ シキュウ セイレイ キテイ ヨテイ						○		○		影響なし エイキョウ								検討中 ケントウチュウ						影響なし エイキョウ

				若年定年退職者
給付金 ジャクネン テイネン タイショク シャ キュウフキン		47		82		　若年定年退職者給付金 ジャクネン テイネン タイショク シャ キュウフキン				給与所得金額 キュウヨ ショトク キンガク		給付額の算出 キュウフガク サンシュツ		防衛省 ボウエイ ショウ		防衛省職員の給与等に関する法律 ボウエイ ショウ ショクイン キュウヨ トウ カン ホウリツ		　給与収入金額（その者の給与所得金額と事業所得金額との合計額を給与所得金額とした場合の、その給与所得の金額の計算の基礎となる給与収入金額をいう。）が一定額を超える場合は、年２回の支給のうち２回目の支給額を調整（一部又は全部不支給）								○		影響なし エイキョウ								影響なし エイキョウ						影響なし エイキョウ

				義務教育段階
の援助 ギム キョウイク ダンカイ エンジョ		48		83		義務教育段階の就学援助制度 ギム キョウイク ダンカイ シュウガク エンジョ セイド				市町村により様々 シチョウソン サマザマ		受給資格の有無 ジュキュウ シカク ウム		文部
科学省 モンブ カガクショウ		学校教育法		援助対象者の認定基準は市町村によって異なる。主なものは以下の通り。
ア．生活保護法に基づく保護の停止または廃止   
イ．市区町村民税の非課税   
ウ．市区町村民税の減免   
エ．国民年金保険料の免除   
オ．国民健康保険法の保険料の減免または徴収の猶予   
カ．児童扶養手当の支給
キ. 総所得金額　　　　　   等 エンジョ タイショウシャ ソウショトク キンガク トウ						○		○

				給付型奨学金
（令和２年度以降採用者） キュウフガタ ショウガクキン イコウ		49		84		給付型奨学金
（令和２年度以降採用者）				合計所得金額、課税総所得金額、市町村民税調整控除額、市町村民税税額調整額 ゴウケイ ショトク キンガク カゼイ ソウショトク キンガク シチョウソンミンゼイ チョウセイ コウジョガク シチョウソンミンゼイ ゼイガク チョウセイガク		受給資格の有無 ジュキュウ シカク ウム		文部
科学省 モンブ カガクショウ		独立行政法人日本学生支援機構法施行令		給付型奨学金の支給等にあたって、「課税所得金額（課税標準額）×６％－（市町村民税調整控除額＋市町村民税額調整額）　ただし、指定都市の場合は（市町村民税調整控除額＋市町村民税額調整額）の部分を３／４する。また、地方税法に定める非課税の基準に該当する場合は、零とする。」という算定式を用いて基準を確認している。						○												影響なし エイキョウ						影響なし エイキョウ

				貸与型奨学金（所得連動返還方式）		50		85		貸与型奨学金（所得連動返還方式）				総所得金額、所得控除合計額 ソウショトク キンガク ショトク コウジョ ゴウケイガク		返還額の算出 ヘンカンガク サンシュツ		文部
科学省 モンブ カガクショウ		独立行政法人日本学生支援機構 業務方法書		「総所得金額－所得控除合計額」によって課税総所得金額を算出する。算出した課税総所得金額×９％÷１２をもって、奨学金の返還において同制度を適用している者の割賦月額としている。						○												影響なし エイキョウ						影響なし エイキョウ



																																														影響なし エイキョウ		36				※影響なし除きの全体に占める割合 エイキョウ ノゾ ゼンタイ シ ワリアイ

																																														見直し予定 ミナオ ヨテイ		26		→		59.1%

																																														見直し済み ミナオ ズ		17				38.6%

																																														検討中 ケントウチュウ		1		→		2.3%

																																																80				44





資料貼り付け用 





						　　　　　　関連制度　　(予)＝予算事業 カンレン セイド		　対象件数等 タイショウ ケンスウ トウ				住民税 ジュウミンゼイ		所得税 ショトクゼイ		基準 キジュン						　　　　　　関連制度　　(予)＝予算事業 カンレン セイド		　対象件数等 タイショウ ケンスウ トウ				住民税 ジュウミンゼイ		所得税 ショトクゼイ		基準 キジュン

				1		　児童手当（受給資格に係る所得制限）						○				①⑥				21		　高等学校等修学支援事業費補助金（受給資格に係る所得制限）(予) シュウガク シエン ジギョウ ヒ ホジョキン						○				④⑤

				2		　母子家庭等自立支援給付金（受給資格に係る所得制限） トウ						○				①⑥				22		　私立中学校等修学支援実証事業（受給資格に係る所得制限）(予) ジッショウ ジギョウ						○				④

				3		　児童扶養手当（手当額に係る所得制限） テアテガク カカ ショトク セイゲン						○				①				23		　高校生等奨学給付金（受給資格に係る所得制限）(予) コウコウセイ トウ ショウガク キュウフキン						○				⑤

				4		　特別児童扶養手当等（支給に係る所得制限） トクベツ トウ シキュウ カカ ショトク セイゲン						○				①				24		　専門学校生への経済的支援（受給資格に係る所得制限）(予)						○				⑤

				5		　ひとり親家庭等日常生活支援事業（自己負担額） ジコ フタン						○				①⑥				25		　児童入所施設措置費等国庫負担金（自己負担額） ニュウショ シセツ ソチ トウ						○		○		⑤⑥⑦

				6		  各種医療保険制度（高額療養費等に係る自己負担限度額） カクシュ イリョウ ホケン セイド コウガク リョウヨウヒ トウ カカワ ジコ フタン ゲンド						○				①②⑥				26		　未熟児養育医療費等国庫負担金（自己負担額） ミジュクジ ヨウイク イリョウヒナド コッコ フタンキン						○		○		⑤⑥⑦

				7		　指定難病等の医療費助成等（医療費等に係る自己負担限度額）　 シテイ ナンビョウ トウ イリョウヒ ジョセイ トウ トウ						○		○		①④⑥⑦				27		　養護老人ホームの入所措置費用（扶養義務者の負担額） ヨウゴ ロウジン ニュウショ ソチ ヒヨウ フヨウ ギム シャ フタン ガク						○		○		⑤⑥⑦

				8		  介護保険（保険料・自己負担額・自己負担割合） カイゴ ホケン ホケンリョウ ジコ フタン ガク ジコ フタン ワリアイ						○		○		①③⑥⑧				28		　養護老人ホームの入所要件（入所要件の判定） ヨウゴ ロウジン ニュウショ ヨウケン ニュウショ ヨウケン ハンテイ						○				⑤

				9		　国民年金（保険料・支給に係る所得制限） コクミン ネンキン ホケンリョウ シキュウ						○				①				29		　社会福祉法人等による利用者負担軽減制度（負担軽減の要件） シャカイ フクシ ホウジン トウ リヨウシャ フタン ケイゲン セイド フタン ケイゲン ヨウケン						○				⑥

				10		　障害者自立支援制度（障害福祉サービス等に係る自己負担限度額） ショウガイシャ ジリツ シエン セイド ショウガイ フクシ ナド カカ ジコ フタン ゲンドガク						○				①④⑥				30		　独立行政法人自動車事故対策機構による生活資金の貸付け
　（貸付け対象者の範囲） ドクリツ ギョウセイ ホウジン カシツケ タイショウシャ ハンイ						○		○		⑤⑥⑦

				11		　特別支援教育就学奨励費（自己負担額） ジコ フタンガク						○				①				31

				12		　私立大学等経常費補助（自己負担額） シリツ ダイガク トウ ケイジョウヒ ホジョ ジコ フタン ガク								○		①				32		　拉致被害者等給付金（支給期限の延長要件） ラチ ヒガイシャトウ キュウフキン シキュウ キゲン エンチョウ ヨウケン						○				⑥

				13		　公営住宅等（入居者資格・家賃の減額に係る所得制限等） コウエイ ジュウタクナド ニュウキョシャ シカク ヤチン ゲンガク カカワ ショトク セイゲン トウ								○		①				33		　日本放送協会放送受信料（免除要件） メンジョ ヨウケン						○				⑥

				14		　住宅確保要配慮者専用賃貸住宅（家賃の減額に係る所得制限等） ジュウタク カクホ ヨウ ハイリョ シャ センヨウ チンタイ ジュウタク ヤチン ゲンガク カカ ショトク セイゲン トウ								○		①				34		　生活困窮者自立支援（受給資格等に係る所得制限） セイカツ コンキュウシャ ジリツ シエン トウ						○				⑥

				15		　国民健康保険（所得割算定・均等割軽減・自己負担割合）						○				①②③				35		　特許料金等の減免措置（減免の要件） トッキョ リョウキンナド ゲンメン ソチ ゲンメン ヨウケン						○		○		⑥⑦

				16		　後期高齢者医療制度（所得割算定・均等割軽減・自己負担割合） セイド サンテイ						○				①②③				36		　原爆被爆者の訪問介護利用料助成（受給資格に係る所得制限）(予) ゲンバク ヒバクシャ ホウモン カイゴ リヨウリョウ ジョセイ ジュキュウ シカク カカ ショトク セイゲン								○		⑦

				17		　恩給（支給額） オンキュウ シキュウ ガク								○		③				37		　就職促進手当（受給資格に係る所得制限） シュウショク ソクシン テアテ ジュキュウ シカク カカ ショトク セイゲン								○		⑦

				18		　国会議員互助年金（支給額） コッカイ ギイン ゴジョ ネンキン シキュウ ガク								○		③				38		　中高齢失業者等求職手帳（受給資格に係る所得制限） チュウコウレイ シツギョウシャ トウ キュウショク テチョウ ジュキュウ シカク カカ ショトク セイゲン								○		⑦

				19		　すまい給付金（給付額）(予) キュウフキン キュウフガク						○				④				39		　老齢年金生活者支援給付金（受給資格に係る所得制限） ロウレイ ネンキン セイカツシャ シエン キュウフキン ジュキュウ シカク カカ ショトク セイゲン						○				⑧

				20		　子ども・子育て支援制度（保育料） コ コソダ シエン セイド ホイクリョウ						○				④⑤				40		　若年定年退職者給付金（給付額） ジャクネン テイネン タイショク シャ キュウフキン キュウフガク								○		⑧

						　肝炎医療費（医療費及び定期検査費用に係る自己負担限度額）(予) カンエン イリョウ ヒ オヨ テイキ ケンサ ヒ ヨウ						○				④⑥						　義務教育段階の就学援助制度（受給資格に係る所得制限） シュウガク セイド						○		○		⑧

						　感染症法に基づく勧告又は措置による入院医療費（自己負担額） カンセンショウホウ モト カンコク マタ ソチ ニュウイン イリョウヒ ジコ フタンガク						○				④						　給付型奨学金（受給資格に係る所得制限） キュウフガタ ショウガクキン						○				⑧

						　精神障害者の措置入院に係る入院医療費（自己負担額） セイシン ショウガイシャ ソチニュウイン カカ ニュウイン イリョウヒ ジコ フタンガク						○				④						　貸与型奨学金（所得連動返還方式）（奨学金返還に係る割賦月額の算出） タイヨ ガタ ショウガクキン ショトク レンドウ ヘンカン ホウシキ ショウガクキン ヘンカン カカ カップ ゲツガク サンシュツ						○				⑧

						　高等学校等就学支援金制度（受給資格に係る所得制限）						○				④⑤
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※（ ）内は令和４年１月１日時点の住基人口（125,927,902人）に対する割合

（H28～R1は年度当たりの平均値）

１か月当たりの
有効申請受付数
交付実施済数

令和５年
４月末実績

申請：9,663万枚（約76.7％）
交付：8,787万枚（約69.8％）
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○ マイナンバーカードの申請・交付状況については、下記のとおり。

マイナンバーカードの申請・交付状況

累計
有効申請受付数
交付実施済数

（出展）総務省ホームページ



クラウド
提出

Ａ市

Ｂ区

地方公共団体

eLTAX

給与等の支払者

源泉徴収票

e-Tax
システム

国

給与支払報告書

書面・光ディスク

書面・光ディスク

書面・光ディスク

源泉徴収票

従業員

・ 源泉徴収票の提出範囲を給与支払報告書と
揃えた上、給与支払報告書の提出があった場
合には、国に提出があったものとみなす。

源泉徴収票 給与支払報告書

・ 給与支払報告書の提出（電子）後、国へのデータ
連携（即時）を行う（協力要請）。

・ 給与支払報告書の提出（書面or光ディスク）後、
給与支払報告書の情報を国に提供する（協力要請）。

○ 給与等の支払者は次の書類をそれぞれ次の者に提出しなければならないこととされている。
① 給与所得の源泉徴収票：国（具体的には、給与等の支払者を所轄する税務署）及び従業員
② 給与支払報告書 ：従業員の居住地の地方公共団体

○ 給与所得の源泉徴収票の提出範囲を給与支払報告書に揃えて拡大した上で、地方公共団体に給与支
払報告書の提出があった場合には、その従業員について、国への給与所得の源泉徴収票の提出があっ
たものとみなすこととし、地方公共団体は、提出された給与支払報告書データ（書面又は光ディスク
に係るもの）を、国へデータ連携する（協力要請）。（eLTAX提出分は国税へ即時連携を行う。）

※ 公的年金等についても同様とする。
※  上記の見直しは、令和９年１月１日以後に提出すべき給与所得及び公的年金等の源泉徴収票について適用する。

源泉徴収票の提出方法等の見直し【令和５年度税制改正】
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企 業

書面

光ディスク等

eLTAX

現
行

追
加

クラウド提出
を行う企業

認定クラウド

② アクセス権限を付与

③ データを記録
① 認定クラウド
にデータを保存

④ アクセス権限の解除

クラウド等を利用した給与支払報告書等の提出方法の整備【令和５年度税制改正】

○ 企業が市町村に対して提出する給与支払報告書等について、これまでの提出方法

（eLTAX、光ディスク等、書面）に加え、クラウドサービス等を利用して提出できることとする。

※ 令和５年４月１日施行（eLTAXのシステム面も含めた実務的な準備が整い次第、対応）。

市町村

eLTAX

市町村

※ 実務的な準備が整い次第、対応する。
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（注１）所得金額は、給与所得者の場合、収入金額から給与所得控除を引いた後の金額
（注２）世帯人員数は、本人、同一生計配偶者及び扶養親族の合計数
（注３）加算額は、同一生計配偶者又は扶養親族を有する場合のみ加算
（注４）均等割の非課税限度額は、基本額及び加算額に生活保護基準の級地区分に応じて率（１級地：1.0 、２級地：0.9 、３級地：0.8）を乗じた額を基準として

条例で設定
（注５）所得割の非課税限度額を上回り、所得割が課される者については、「総所得金額－所得割税額」が非課税限度額判定基準を下回らないように調整
（注６）平成30年度税制改正における給与所得控除等から基礎控除への振替（10万円）に伴い、非課税限度額の基準額に10万円を加算

（令和3年度分個人住民税から適用）

○ 個人住民税の非課税限度額制度は、できるだけ多くの住民がその能力に応じて広く負担を分か
ち合うという個人住民税の「地域社会の会費」的性格を踏まえつつも、低所得者層の負担を考慮し、
生活保護基準額程度の所得の方（※）をできるだけ非課税としようとする制度（均等割：昭和51年度
創設、所得割：昭和56年度創設）

○ 非課税限度額の基準は、均等割については前年の生活扶助基準額を、所得割については前年
の生活保護基準額（生活扶助基準額＋住宅扶助＋教育扶助）を勘案して設定

所得金額 ≦ ３５万円 ×世帯人員数 ＋ １０万円 ＋ ２１万円均等割

所得割 所得金額 ≦ ３５万円 ×世帯人員数 ＋ １０万円 ＋ ３２万円

基本額 加算額

＜非課税限度額の基準＞

個人住民税の非課税限度額について

令和3年度
以降
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（令和５年度）第１回 個人住民税検討会議事概要 

 

１ 日 時 令和５年６月２日(金)14時 00分～16時 00分  

 

２ 場 所 合同庁舎２号館 11階会議室 

 

３ 出席者 林座長、石田委員、伊藤委員、井上委員、江口委員、小畑委員、加藤

委員、神山委員、小西委員、齊藤委員、坂巻委員、宍戸委員、長谷川

委員、平井委員 

 

４ 議事次第  

（１）開会  

（２）個人住民税における現年課税化について 

（３）閉会 

 

５ 議事の経過  

○ 議題「個人住民税における現年課税化について」に関して、総務省からの説

明の後、意見交換が行われた。 

 

（「個人住民税における現年課税化について」に関する主な意見等） 

○ 現年課税化の意義について 

・ 現年課税化に伴い、国民の皆さんにある程度の負担を強いるからには、

「令和４年度個人住民税検討会とりまとめ」Ｐ１３(1)にあるような現年

課税化の意義・メリットを、常に、世の時々の動きに合わせてメンテナ

ンスする必要があるのではないか。 

・ 応益負担ということを考えると、その年の所得で、その年にサービスを

受け、負担をするというのがよいのではないか。 

・ 所得の発生と納税のタイミングというのはなるべく近いほうが良い。Ｎ

年の課税標準がＮ年の所得であることが非常に重要。 

・ 現年課税化に伴い、年末調整から確定申告にシフトするということに国

民の納得感が得られるかに留意が必要か。 

 

○ 所得税の付加税化について 

・ 所得税の付加税とされると、地方団体は自分たちで課税していないとい

う感覚が強くなり、課税・徴収業務に対するやる気をなくしてしまうと
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いう状況が生じてしまうのではないか。 

・ 完全に所得税の付加税としてしまうということは、ある意味、究極のコ

スト削減・負担削減にはなるかもしれないが、それは地方税としての意

義という観点から、果たして適切なものなのかどうか検討する必要があ

る。 

・ 付加税化は、自治体側からすると、やめていただきたい。 

 

○ 制度的な課題（他分野での活用を含む）について 

・ 所得情報を他分野で活用するということについて、個人住民税が現年課

税化されると、何か変わることはあるのか。 

➣ 所得とは基本的に１年通じて計算するという考え方をとると、ある

時点での現年の所得というのは存在せず、１２月３１日を終えて、よ

うやくこの年の所得というものが確定するので、その年のある時点で

地方団体が把握している個人の所得情報というものが何であるかと

いうのが重要ではないか。 

・ 他分野においても、前年の所得の状況を現在の状況に照らし合わせて使

っているという部分でギャップが生じているかもしれない。現年課税化

をするということが、他の制度・分野においても、負担と受益、公平性

を担保できると思っている。 

・ いわゆる給付行政に対して確定した所得情報が使われているという側面

があるので、実質的に「所得額を確定させる」、「賦課課税を確定させる」

という行為が、給付行政のインフラになっていることに留意する必要が

ある。 

・ 分離課税した退職所得は、個人住民税では総合課税分の総所得金額等に

は含めず、納税手続がその時点で完了するが、所得税では分離課税後に

確定申告を行うことで還付を受けられるケースもある。個人住民税が現

年課税化された場合は、所得税と同じ制度の導入の検討も必要ではない

か。 

・ 分離課税する退職所得もそうだが、資産性所得などの申告不要の所得に

ついても同様の問題がある。特定口座で源泉徴収の対象となっている配

当所得は、申告不要制度を選択すれば、個人住民税の総所得金額に反映

されない。例えば、高齢者の資産家で多額の配当所得を得ている人も、

申告不要制度を利用すると、当該配当について総所得金額には反映され

ず、国民健康保険料など社会保障関連費を意図的に低く抑えることが可

能な仕組みになっている。資産性所得を、申告不要というだけで全て社

会保障の基礎となる所得から外してよいのか。マイナンバーで所得を名
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寄せすることにより、地方団体では包括的な所得をしっかり把握出来る

のではないか。このことは、自治体の給付行政と密接に関連しているか

らこそできる、地方税独自の意義といえる。現年課税化は社会保障とセ

ットで議論をしていくということが、今後、重要になってくるのではな

いか。 

・ 個人住民税をはじめ、地方税は申告不要制度のものをなくしてはどうか。 

・ 現年課税化に伴って企業等に源泉徴収してもらうのであれば、均等割の

非課税限度額制度など、各自治体の条例で規定しているようなものにつ

いては、現年課税化の際に統一化する必要があるのではないか。 

 

○ 事務負担の軽減・デジタル化について 

・ 副業や働き方の多様化により、納税義務者が勤めている企業で所得全額

を確定できるかという課題は、所得税の世界でも起きている。個人住民

税も、そのような給与所得以外の所得からもちゃんと徴収するような形

にするのであれば、全所得が確定してから税額を調整するということは

企業ではできないだろう。また、過去、年末調整に関する企業へのアン

ケートにおいて、個人住民税は確定した額を 12等分に分けて徴収するだ

けなので時間的なコストはかかっていないが、所得税の年末調整に時間

がかかり、現年課税化により年末調整の手間が２倍になるのは耐えられ

ないとの議論があったので、どこまで企業で確定できることを前提にや

るかというのも１つの論点かと思う。 

・ 申告納税制度にしてはどうか。マイナポータルに必要な情報があり、ク

リックするだけで e-Tax での確定申告ができるのであれば、eLTAX でも

その住所地の税率を自動で計算してくれるようなシステムができるので

はないか。 

・ 企業の負担の解消には eLTAX を活用した振り分けのようなシステムが考

えられるか。個人住民税の地方税としての意義についても、申告納税制

度とすることで、納税者の意識を高められるのではないか。 

・ 現年課税化は、納税者側・課税庁側の双方の納税・徴税コストを減らす

方向で検討すべき。マイナンバー制度やデジタル化により、双方の負担

軽減が実現できるのではないか。 

・ 中小企業においては、売上げに関係ないバックオフィス業務のコストを

減らしたいと考えているが、源泉徴収制度や年末調整の負担が重いうえ

に、デジタル技術の活用も遅れている。現年課税化は、とにかくコスト

を増やさないということが大前提。理想を言えば、企業からどこか１か

所に申告・提出をすれば、国税も地方税も自動で税額計算等を行うよう
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なものがあればよい。様々な事情はあると思うが、そこをどうするかが

論点か。 

・ 資料Ｐ１２・Ｐ１３を見ると、給与所得者に係る手続や調書等について

はデジタル化されるようだが、副業により他の事業所得や雑所得がある

場合は、その者が調書等を紙で集めてこなければならず、デジタル化は

進んでいるようで進んでいないのが実態。 

・ 適正な課税を行う際に納税者や課税庁に一定の負担がかかることはやむ

を得ないが、過重な負担はよくない。現行の所得税の源泉徴収制度や年

末調整事務だけでも企業側に相当な負担がかかっている。源泉徴収制度

は、源泉徴収義務者と課税庁の関係であり、納税義務者がきちんとした

資料を出さないと、源泉徴収義務者である企業にペナルティーが生じる

もの。年末調整に限らず、講演料等の源泉徴収を個人住民税にも採用し

ようとした場合にも、そういうことが起こり得る。 

・ 今後、個人住民税をはじめ、他税目の手続についてもデジタル化が進む

こととなっている。デジタル化の流れは止まらないどころか、むしろ加

速していくと考えられる。Ｐ１９以降に掲げられているのはどれも大事

な視点。様々な現場からの声を認識したうえで、検討を進めていく必要

がある。 

・ 過去と比べると、マイナンバー制度やデジタル化の進展により、地方団

体の課税実務の負担は大幅に削減されている。ただ、企業における源泉

徴収制度や年末調整事務が大きな負担となっていることは変わっていな

い。 

・ マイナンバー制度やデジタル化の進展により、所得税についても、企業

の年末調整事務をなくし、税額の計算、還付事務を国税庁側で自動的に

行えるようにすることも可能ではないか。 

・ 地方団体の職員も減っている状況においてデジタル化は避けられない。

ただし、デジタル技術をあまり使用しない高齢者等へのフォローが、今

後も必要。 

 

○ 切り替え年度における対応について 

・ 資産性所得のように稼得時期を変動可能な所得をどうするかは一つの焦

点か。全く税がかからない所得が１年間発生するというのはいかがなも

のか。 

・ 生涯ベースで見たときに、切替えの年に退職すると、その前年の給与所

得に対する課税が丸々抜けてしまう。例えば、４０年間働くとすると、

新卒の人は４０年間フルに課税されるのに、切替えのときに上手く辞め
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た人は、３９年分の課税で済んでしまう。このように特定の世代やカテ

ゴリーにだけ有利になるということを、どう考えるのか、納得してもら

えるかはしっかりとした検討が必要。また、資産性所得についても切替

えのときに非課税での益出しのために売却を惹起する可能性があり、慎

重な検討が必要。 

・ フランスで 2019 年に N マイナス１年から N 年度に現年課税化されたと

き、それまで所得課税と連携させた様々な生活保護関連の給付があった

が、現年課税化によって、多くの人の所得が上がり、給付の金額が下が

ったという経緯があった。 

・ 切り替え年度における調整について、初年度のみ課税標準において調整

が必要といったある程度の方向性は前回の検討会で出ていたが、フラン

スの例も参考にしたい。 

・ １年分でよいのかというところに疑問はありつつ、節税のために１年早

くリタイアするような行動を回避することさえできれば、あまり大きな

ことでもないのではないか。いずれにせよ、データ収集や検討は必要。 

・ 稼得の時期をコントロールできる所得については対応が必要だと思うが、

２年分納税する必要はないのではないか。６月～５月までの特別徴収期

間を１～１２月に切り替えることになるが、これらの重複についても配

慮があってもよいのではないか。 

・ ２年分を１回で取らないといけないという方法だけではなく、何か工夫

をすればいい方法があるのではないか。 

・ 企業が２年分納税することは負担が大きい。 

・ 「空白の１年」を設け、１年分の所得を飛ばしてもよいのではないか。 

 

（以上） 
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